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 ここでいう児童期とは満 6 歳から満 12 歳までの小学校 6 年間を指す。この間，子どもの
知的側面において 2 つの大きな変化が生じる。一つは，認知の発達で，Piaget（1970）によ



















































































































































藤岡（1986，1987，1988）も，1965 年から 1984 年までの主に心理学研究者によって執
筆された心理学およびその近隣領域の学会誌・学術雑誌，大学の紀要を対象に調べた。そ
の結果，学力に関する論文は 198 件あり，年代別推移をみると増加する傾向にあった。内







小学生ではなく，また，発表からすでに 30 年以上も経過している。 
そこで，ここでは，小学生を対象にし，その上で，学力の発達的変化（とくに縦断的研











在竹（1968）は，北海道の僻地の児童 143 名と都市の児童 114 名の，1 年から 6 年まで
の標準学力検査の成績（国語，算数）を分析した。その結果，僻地，都市ともに，1 年と 3
年の相関は.55～.65，3 年と 6 年の相関は.65～.75 であった。偏差値の差の平均をみると，











女子では.60～.65 と強くなり，4 年以降成績が安定していることが示唆された。また，1 年
間の偏差値の変動をみると，10 以内が，国語では 84.8％，算数では 67.5％であり，算数の
方が国語よりも大きく変動した。 
 高橋・津留・富本・芳賀・瀧上（1971）は，国立大学附属小学校の 1 年生 40 名，4 年生
45 名の 1 年後の成績（教師評定，5 段階による相対評価）を追跡した。1 年間の変動をみ
ると，国語と算数ともに，男子の 1 年～2 年の変動が，女子及び 4 年～5 年の変動よりも大
きかった。 
水越他（1980）は，岐阜県の市部にある公立小学校の児童 113 名の，1 年～6 年までの 6
年間にわたる国語，社会，算数，理科，音楽，図工，体育の 7 教科の 5 段階評定の合計に
ついて，学年間の相関を求めた。その結果，いずれも.70 を超える強い相関が見られたが，
とくに，隣接学年間の相関は.90 を超え，他よりも強かった。さらに，岐阜県の郡部にある




校 6 年間で急速に減少し，中学校になると減少の度合いは緩む），③中学年因子（小学 4
年から 6 年にかけて，もっとも負荷量が大きくなる。小学校 1 年から 5 年までは増大し，5
年でピークを迎え，以降は急速に減少する），の 3 因子が見出された。 
蘭・大坪（1984）は，新潟県の公立小学校の児童 516 名の，１，4，6 年時の標準学力テ
スト（教研式全国標準小学診断学力検査）の成績（国語，算数，理科，社会の平均点）を
比較した。1 年の成績に比べ，4 年，6 年の成績が上昇あるいは下降しているかによって，
上昇・上昇，上昇・下降，下降・上昇，下降・下降の 4 群に分けたところ，上昇・上昇と
下降・下降の人数が多かった。また，1 年～4 年で上昇（下降）した児童の 7 割以上が，そ
のまま，4 年～6 年で上昇（下降）した。このことから，4 年を臨界期として，学業成績が
上昇，下降に分極化することが推測された。 




結果，国語，算数ともに 2 年の偏差値は標準的水準であったが，国語は 2 年から 3 年で有
意に低下し，算数は 2 年から 3 年，5 年から 6 年で有意に低下した。2 年～6 年までの学力
偏差値の動揺幅をみると，国語では 10 以内が 40.0％，11～15 が 32.7％，16 以上が 27.3％，









耳塚（2007a，2007b）は，教育社会学の観点から，JELS（Japan Educational Longitudinal Study）
というプロジェクトを立ち上げ，2003 年より，首都圏及び東北地方の２つのエリアにおい
て，1000 人規模の小学 3 年生，6 年生，中学 3 年生，高校 3 年生を対象に，独自の学力テ
スト（国語と算数）を用いて 3 年ごとに追跡した。公表されている算数の結果（耳塚，2008）
によれば，首都圏エリアの 3 年（2003 年）→6 年（2006 年）のコホートにおいては，3 年
の成績と 6 年の成績の相関は.64 であった。また，小学 3 年時に同一の学力層であっても，
小学 6 年時で相当のバラツキが見られた。東北エリアについては，中島（2012）が，3 年
（2004 年）→6 年（2007 年）のコホート，3 年（2007 年）→6 年（2010 年）のコホートに
おいて，学力を上位 10％，上位 10－50％，下位 50－10％，下位 10％の 4 グループに分け，
変動をみた。その結果，各グループの 4 割前後は，3 年後も同じグループのままであった。 
同じく教育社会学の観点から，山崎（2013）は，児童 2,053 名の，4 年時に受けた沖縄県
独自の学力調査（国語，算数）の合計点と 6 年時に受けた全国学力調査（国語，算数）の
合計点を連結し，それぞれ標準化し分析した。その結果，相関は.762 であった。また，児




谷（1980）は，鳥取県の公立小学校の児童 67 名の，1 年～6 年までの 6 年間にわたる算数
と国語の成績（学年末５段階評価）の相関を求めた。その結果は，1 年.582，2 年.656，3
年.778，4 年.746，5 年.830，6 年.848 であり，低学年に比べ高学年の方が相関が強まった。
横断的研究ではあるが，池上・金子（1974）は，新潟県の大学附属小学校 1 年生～6 年生
計 464 名の，国語と算数の成績（教師による 0～10 の 11 段階評定）の相関を求めた結果，
1 年.779，2 年.853，3 年.789，4 年.872，5 年.882，6 年.797 と同様の傾向であった。また，
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石川・比嘉（1988）は，沖縄の公立小学校の 3 年生と 5 年生を対象に，国語と算数の標準
学力検査（教研式全国標準診断的学力検査）を実施し，その相関を求めた結果，男子では
3 年.642，5 年.812，女子では 3 年.681，5 年.689 であり，3 年よりも 5 年の方が強かった。 
ところで，これも縦断的研究ではないが，1982 年に当時の国立教育研究所が行った研究
（天野・黒須，1992）は学力の発達を考える上で示唆に富む。関東地方の 17 都市の公立小
学校児童 5,307 人を対象に，1 年～6 年の各学年用の問題が順に配列された同一の学力テス
ト（国語，算数）が実施された。その際，学習遅滞として，ある学年の児童が得た得点が，
1 学年下の児童の平均得点を下回る場合を 1 年停滞した状態とみなした。その結果，3 年か
ら 4 年にかけての学習遅滞の割合が，国語では 9.2％から 16.4％，算数では 4.7％から 10.5％
に著しく増加し，以降も増加する傾向にあった。この結果は，「9 歳の壁」の現象と符合
するものであった（黒田，2013）。 






 ①小学校 6 年間における国語，算数の学力は，学年間の相関は 0.5～0.8 程度で比較的強
く，とくに隣接学年間で強くなる。また，因子構造は 3 因子の可能性がある。 















を追跡した結果，算数では，1 年.43，2 年.25，3 年.26，4 年.60，5 年.79，6 年.68，国語で
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は，1 年.26，2 年.35，3 年.20，4 年.36，5 年.52，6 年.44 であり，両科目とも高学年の方が
低学年よりも強い相関であった。 
知能それ自体，以前は恒常性が仮定されていたが縦断的研究によって動揺性が認められ
ている（八野，1981）。例えば，中島（1968）は，私立小学校の児童 104 名の，小学校 1
年～中学 3 年までの，9 年間にわたる団体式知能検査（田中 B 式）の結果を比較した。そ












また，松崎（2009）は，ある公立小学校の児童 59 名の，2 年，4 年，5 年に実施された
知能検査（教研式新学年別知能検査サポート）と，2 年，3 年，5 年に実施された標準学力
検査（教研式学力診断検査 NRT）の結果を分析した。その結果，知能偏差値は学年が進む
につれ有意に上昇したが，重回帰分析によれば，4 年時の知能偏差値には 2 年時の知能偏
差値と 3 年時の学力偏差値（国語，算数，社会，理科の平均）が，また，5 年時の知能偏








1972），一般統制感（神田，1999）において OA の方が UA よりも良好であることが明ら
かにされている。また，三隅・阿久根（1971）によれば，親の指導性を P（しつけ・訓練），
M（情緒的支持，感情的受容，緊張解消）の強弱（強い場合を大文字，弱い場合を小文字
で表記）から，4 類型し比較した結果，OA では，父親，母親とも PM 型，pM 型が多く，
UA では，父親，母親とも Pm 型，pm 型が多かった。 
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以上の研究では，ある一時点での比較であり，UA と OA の個人内の変動については検
討されてこなかった。UA と OA の発達的な変化について検討した研究はわずかで，前記






古くは，篠原（1957）が，鹿児島市内の小学校 3 年生 104 名，6 年生 101 名を対象に性
格評定尺度（社交性，協力性，判断力，明朗性，自制力，安定感，探究心，創造性，勤勉
性，忍耐力の 10 項目）と算数の標準学力検査（愛媛県教育研究所が開発）を実施し，両者
の相関係数を算出した。その結果，3 年生では.63，6 年生では.57 であった。ただし，性格
評定尺度の得点は 10 項目の合計点であり，どのような特性が関連するかについては不明で
ある。また，OA と UA を抽出し，学級担任教師の協力のもと質的に分析した結果，OA に
は外向性，明朗，活発，活気，UA には内向性，神経質，非社交性，陰気といった特性が
見られやすいと報告している。 







鈎・倉智（1975）は，大阪市内の小学校 5 年生 154 名を対象にアイゼンク（Eysenck）の
JEPI（Junior Eysenck Personality Inventory）と教研式国語学力診断検査を実施した。その結
果，JEPI の外向性-内向性（E 尺度）の次元が国語の偏差値に影響し，外向的な児童の方が
内向的な児童よりも国語の学力が高く，とくに女子においてその傾向が強かった。この結





















引き続き，田上・桜井（1985）は，それを使用して，茨城県の公立小学校 3 年生 92 名，4



























桜井（1985）は，茨城県の公立小学校 6 年生 150 名を対象に質問紙を実施し，学習コン











い。桜井（1983）は小学 3 年生～中学 3 年生にかけて学習コンピテンスが低下傾向にある












































3 年生から中学校 3 年生，計 1,485 名を対象に質問紙調査を実施した。その結果，友だちリ
ソース方略，ノート方略は学年進行に伴い使用が増加する傾向にあったが，柔軟な学習方
















 一方，直接，子どもに尋ねた研究として，木澤（2005）がある。小学 5 年生 60 名，6 年
















































 本論文は次のような構成から成っている（図 1.5-1 参照）。 
 第 1 章では，本研究の意義，学力の定義，検討する学力の規定要因を述べ，本邦におけ
る児童を対象にした学力に関する研究を概観する。 
 第 2 章では，本研究の方法論を述べる。 
第 3 章では，6 年間の縦断データを使用して，学力の構造を検討する。また，6 年間の学
力変化について 2 つの異なる方法で検討する。 




 第 5 章では，第 3 章と第 4 章の結果を統合する。 
 第 6 章では，本研究の成果を総括する。 
 
 




第 2 章 研究の方法 
 
2.1 研究協力校の概要 
 本研究は，首都圏に位置する私立大学の附属小学校（入学定員は 100 名程度）の協力の
もと実施された。同校に所属する児童のほとんどは，受験塾へ通塾し，卒業後は首都圏の
私立中学校に進学する。なお，公表されている資料によれば，同校への入学金が約 40 万円，








本研究では，①小学校 6 年間の学力の発達的変化の検討（第 3 章）と，②そうした学力


















合わせて改訂される。1996 年～2014 年の間に，小学校学習指導要領は 2 回改訂された。そ
18 
 
れに応じて，算数のテストは 1 年生，2 年生，4 年生，6 年生用が 5 回，3 年生，5 年生用
が 6 回，国語のテストは全学年 3 回の改訂がなされた（表 2.2-2）。そのため，入学年度に
よっては，対象者が受験したテストのバージョンが 6 年間で一貫していない。こうしたバ
ージョンの違いによる影響については，第 3 章において検討する。 
 




1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
1996     64     34     64     34 
1997   60     57 56   57     57 56 
1998 71     74 73 39 71     74 71 38 
1999   25 78 78 78 48   24 78 78 78 49 
2000 26 26 73 73 73 71 26 52 73 73 73 71 
2001 78 79 80 28 84 83 78 79 80 28 84 83 
2002 93 93 91 90 85 84 93 93 91 91 85 84 
2003 67 101 101 98 61 87 67 101 101 98 61 87 
2004 67 67 68 64 63 60 67 67 68 64 63 60 
2005 83 84 87 85 84 84 83 84 87 85 83 84 
2006 83 88 88 84 80 81 84 88 88 84 80 81 
2007 88 91 89 89 88 86 88 91 89 89 88 84 
2008 90 87 86 83 81 79 90 87 86 83 81 79 
2009 97 97 98 97 96 96 97 97 98 97 96 96 
2010 90 88 92 93 91   90 88 92 93 92   
2011 45 44 45 46     45 44 45 46     
2012 54 54 55       54 54 55       
2013 65 65         65 65         
2014 51           51           










1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
1996 1 版 1 版 1 版 1 版 1 版 1.1 版 1 版 1 版 1 版 1 版 1 版 1 版 
1997     1.1 版      2 版 
1998    1.1 版 1.2 版 2 版     2 版  
1999   1.1 版  2 版     2 版   
2000  1.1 版 1.2 版 2 版     2 版    
2001 1.1 版  2 版     2 版     
2002  2 版     2 版      
2003 2 版            
2004             
2005      2.1 版       
2006     2.1 版 2.2 版       
2007    2.1 版 2.2 版 3 版      3 版 
2008   2.1 版 2.2 版 3 版      3 版  
2009  2.1 版 2.2 版 3 版      3 版   
2010 2.1 版 2.2 版 3 版     3 版   
2011 2.2 版 3 版    3 版     
2012 3 版   3 版    
2013     


















2013 年～2015 年の毎年 3 月に，4 年生以上を対象に質問紙調査を実施した（表 2.2-3）。
質問紙は 4 年生用（付録 1 の①），5・6 年生用（付録 1 の②），全学年用（付録 1 の③）の
3 種類からなった。各質問紙は次の内容から構成された。 
1）4 年生用 
①性格（付録 1 の①のⅠ参照） 小学生用 5 因子性格検査（FFPC）（曽我，1999）を使
用した。「協調性」「統制性」「情緒性」「開放性」「外向性」の 5 因子それぞれ 8 項目，計
40 項目からなる。回答は，「はい」（3 点），「どちらともいえない」（2 点），「いいえ」（1
点）の 3 件法であった。 









 ①学習方略（付録 1 の②のⅠ参照） 佐藤・新井（1998）の開発した尺度のうち，佐藤 （2002）
において学業成績との関連が認められたプランニング方略（例，勉強するときは，さいし
ょに計画を立ててからはじめる）と作業方略（例，勉強で大切なところは，くりかえし声
に出しておぼえる）の 2 つの下位尺度，それぞれ 6 項目，計 12 項目を使用した。回答は，
「まったくやらない」（1 点）～「とてもやる」（5 点）の 5 件法であった。 
 ②親の期待（付録 1 の②のⅡ参照） 4 年生用と同じ。 
3）全学年共通 





点）の 4 件法であった。なお，質問紙では，他の 2 つの下位尺度，社会コンピテンス（10
項目），自己価値（10 項目）も使用した。 
 ②動機づけ（付録 1 の③のⅢ参照） 竹村・小林（2008）が開発した自己決定性尺度を
使用した。内発調整，同一化調整，取入調整，外的調整の 4 因子，各 4 項目，計 16 項目か
らなる。回答は「あてはまる」（4 点）～「あてはまらない」（1 点）の 4 件法であった。 
 以上に加えて，補足的な情報として，得意なこと（テレビゲームなど 17 項目に対してど
の程度得意かについて 3 件法での評定及び自由記述）（付録 1 の③のⅠ参照），「勉強のこと
で一番うれしかったこと」（自由記述）（付録 1 の③のⅣ参照），塾や家庭教師の利用の有無
（付録 1 の③のⅤ，Ⅵ参照）についても尋ねた。 
 
表 2.2-3 質問紙調査の実施状況（2013 年 3 月より，4 年生以上を対象に開始） 
入学
年度 
①性格 ②動機づけ ③学習コンピテンス ④学習方略 ⑤親の期待 
4 年 5 年 6 年 4 年 5 年 6 年 4 年 5 年 6 年 4 年 5 年 6 年 4 年 5 年 6 年 
2007   ○   ○   〇      ○ 
2008  ○   ○ ○  〇 〇   ○  ○ ○ 
2009 ○   ○ ○ 〇 〇 〇 〇  ○ 〇 ○ ○ 〇 
2010 〇   ○ 〇  〇 〇   〇  ○ 〇  




















第 3 章 児童期における学力の発達的変化の検討 
 
 1.4 での先行研究の概観を踏まえ，本章では，児童期における学力の発達的変化について，
2 つの観点から検討する。第 1 は，小学校 6 年間を通して，各学年の学力相互の関連性の
分析から，その背景にある因子の構造を検証する（3.1）。第 2 は，小学校 6 年間の学力の
変化にどのようなパターンがあるかを探る（3.2，3.3）。 
 







は 9 歳の学力の分散で，75％は 13 歳の学力の分散で説明できると結論づけている。また，
小学校 6 年間の学年間の相関も総じて強いことも報告されている（丹藤，1989，1992）。こ




年生～3 年生と 4 年生～6 年生では，学力を支配する因子が異なる可能性も考えられる。 
 一方，水越他（1980）は，同じ小・中学校に在籍した 194 名の 9 年間の学力データを使
って因子分析を行った。その結果，①高学年因子（学年が進むにつれて負荷量を高める），
②低学年因子（学年が進むにつれて負荷量が減少する），③中学年因子（小学 4 年から 6
年にかけて，もっとも負荷量が大きくなる），の 3 因子を見出した。中学校 3 年間を含んだ
ものであるが，因子分析を行った唯一の研究事例であり，小学校 6 年間の学力構造の一つ
の可能性として考慮する必要はあろう。 
以上から，小学校 6 年間の学力については，1 因子～3 因子の構造を想定することができ



















図 3.1-1 6 年間の学力構造に関する 3 つの仮説モデル 
 
3.1.2 方法 
分析対象 表 2.2-1 で示した全サンプルのうち，6 年間の算数と国語のデータに欠損値の
ない者を選定した。その結果，研究協力校の 2000 年度～2009 年度の入学者 613 名（男子





表 3.1-1 入学年度別の分析対象者数（人） 
 入学年度  
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 計 
男子 9 10 33 23 26 31 31 37 32 43 275 
女子 12 13 45 17 30 47 43 43 43 45 338 
計 21 23 78 40 56 78 74 80 75 88 613 
 
学力の尺度 研究協力校が毎年 2 月に実施してきた「教研式標準学力検査 NRT」の算数
と算数の結果（全国基準による偏差値）を利用した。今回の分析対象者の場合，表 2.2-2
で示した通り，受験した算数のテストは 1，2 年生用が 2 回，3～6 年生用が 3 回，国語の




 表 3.1-2 は，入学年度別に算数偏差値，国語偏差値の平均値と標準偏差を示したもので
ある。入学年度及びテストのバージョンの影響をみるために，入学年度と学年による 2 要
因の分散分析を行った。その結果，両教科ともに交互作用が有意であった（算数：F(45, 
3015)=2.84, p<.01，国語：F(45, 3015)=3.06, p<.01）。そこで，単純主効果検定を行ったとこ
ろ，入学年度要因の単純主効果 2 は，両教科ともにいずれの学年においても有意ではなか
った。また，学年要因の単純主効果は，2004 年度入学者の国語以外は，すべての入学年度
において有意であった。多重比較の結果（Holm 法，p<.05，以下同）に基づき（付録 2 参
照），学年間の差の大きさと方向のパターンを確認したところ，著しい違いは見られなかっ

















表 3.1-2 入学年度別の 6 年間の算数偏差値と国語偏差値の平均値（M）と標準偏差（SD） 
  算数 国語 
入学
年度 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
2000 M 56.81 53.90 59.52 59.05 62.52 58.43 59.90 56.57 56.19 61.00 60.19 61.33 
 SD 8.81 7.35 8.28 8.51 11.95 9.54 4.35 7.78 8.09 8.16 7.08 7.59 
2001 M 58.43 54.87 56.43 57.00 59.26 59.52 59.43 56.78 57.13 57.52 57.48 59.74 
 SD 6.26 7.23 9.08 12.30 14.08 8.43 5.98 9.15 9.14 8.66 8.91 8.00 
2002 M 57.92 56.14 57.54 59.17 63.21 60.01 56.06 58.00 56.91 59.28 59.23 61.14 
 SD 8.20 8.75 9.29 8.82 11.77 7.73 7.61 8.38 9.11 9.37 8.09 7.80 
2003 M 58.65 57.85 58.15 58.40 62.73 60.35 56.65 56.55 56.03 56.33 58.08 60.38 
 SD 6.85 9.22 11.36 12.16 12.32 9.09 8.89 10.25 10.58 11.02 9.71 10.07 
2004 M 56.82 58.70 58.48 59.14 63.20 58.77 56.05 57.48 56.57 57.73 58.05 57.82 
 SD 8.01 6.99 7.19 8.66 9.77 8.54 8.56 8.87 8.54 10.30 8.21 8.45 
2005 M 59.08 56.50 58.27 60.41 61.59 60.62 58.05 56.58 55.88 59.17 56.13 58.59 
 SD 5.96 8.71 7.80 7.70 10.24 10.46 5.97 7.27 8.64 9.00 8.56 8.65 
2006 M 58.22 56.59 58.45 59.45 62.66 56.38 58.14 56.39 56.09 57.16 56.95 58.55 
 SD 6.72 7.60 8.92 11.48 11.08 10.37 6.49 7.54 8.56 8.90 6.44 8.06 
2007 M 56.75 55.91 56.26 59.43 59.78 56.94 55.58 55.58 55.13 57.48 56.53 57.75 
 SD 9.46 8.48 10.81 11.95 12.15 12.10 8.61 9.07 9.70 9.57 8.42 9.57 
2008 M 59.21 56.91 58.97 57.04 59.76 56.72 57.45 57.25 56.68 59.79 56.95 58.75 
 SD 6.41 7.73 10.25 10.87 10.71 10.87 8.17 8.84 8.70 9.27 9.10 9.12 
2009 M 59.22 57.99 60.63 61.66 61.02 58.64 57.98 59.16 60.08 61.64 58.97 59.61 





図 3.1-2 入学年度別の算数偏差値（平均値）の 6 年間の推移 
 
 














































表 3.1-3 算数偏差値と国語偏差値の学年間の相関（N=613） 
   2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
 1 年 .676** .646** .640** .627** .605** 
 2 年 .746** .711** .685** .627** 
算数 3 年 .795** .752** .722** 
 4 年 .820** .780** 
 5 年     .827** 
 1 年 .743** .720** .722** .662** .629** 
 2 年 .789** .787** .731** .714** 
国語 3 年 .825** .786** .738** 
 4 年 .829** .788** 
 5 年 .814** 
**p<.01       
 
（3）因子構造の検証 
算数偏差値と国語偏差値のそれぞれについて図 3.1-1 に示した 3 つのモデルによる確認
的因子分析を行った。 
モデルの適合度の評価あたっては，三浦（2006）を参考にして，GFI（Goodness of Fit Index），
AGFI（Adjusted Goodness of Fit Index），CFI（Comparative Fit Index），RMSEA（Root Mean 
Square Error of Approximation），AIC（Akaike Information Criterion）の 6 つの指標から総合
的に判断することとした。このうち，GFI，AGFI，CFI は 1.0 に近いほど適合が良いと判断
され，経験的な基準として 0.90 以上が望ましいとされる。RMSEA は 0.05 以下であれば適
合が良く，0.05～0.10 であれば許容範囲，0.10 以上であれば悪いと判断される。AIC は複
数のモデルの相対的な評価に使用され，もっとも低いモデルが選択される。 
表 3.1-4 は算数の各モデルの６つの適合度指標を示したものである。いずれの指標にお
いても 3 因子モデルが他の２つのモデルよりも良好な値を示した。このことから，3 因子
モデルがもっとも適合が良いと判断された（図 3.1-4）。 
表 3.1-5 は国語の各モデルの６つの適合度指標を示したものである。いずれの指標にお





表 3.1-4 算数における各モデルの適合度 
  GFI AGFI CFI RMSEA AIC 
1 因子 .926 .827 .961 .150 156.706 
2 因子 .967 .913 .983 .105 87.790 










表 3.1-5 国語における各モデルの適合度 
  GFI AGFI CFI RMSEA AIC 
1 因子 .941 .863 .973 .130 126.392 
2 因子 .970 .921 .987 .097 79.763 













 次に，6 年間の学力の構造について検証すると，算数，国語ともに 3 因子モデルがもっ
とも適合が良かった。この結果は，小中学校 9 年間を通してではあるが，水越他（1980）
が見出した低学年，中学年，高学年の 3 因子の存在を支持するものであった。 
また，藤村（2011）は，“児童期の発達に関する理論的研究や実証的研究を検討すると，
児童期を，小学校低学年（7，8 歳），中学年（9，10 歳），高学年（11，12 歳）の年齢段階
に区分して，その発達的特質を把握することが可能である”（p.299）と述べているが，本
結果はこれに符号する。 












3.2 小学校 6年間の学力変化の分析（1）：平均パターンの分析 
 
3.2.1 目的 























 分析対象 3.1 と同じ。 




 表 3.2-1 は，男女別に各学年時の算数と国語の偏差値の平均値と標準偏差を示したもの
である。教科ごとに，性別×学年による 2 要因の分散分析を行った。 
算数では，交互作用が有意であった（F(5，3055)=13.91，p<.01）。そこで，まず，性別の
単純主効果を検定したところ，1 年，2 年，3 年では有意ではなかった（いずれも，F<1）。
4 年，5 年，6 年では有意で（順に，F(1，611)=5.43，p<.05，F(1，611)=13.38，p<.01，F(1，
611)=16.89，p<.01），男子の方が女子よりも高かった （図 3.2-2）。次に，学年の単純主効
果を検定したところ，男子では有意であった（F(5，3055)=60.22，p<.01）。多重比較の結果
（表 3.2-2），1 年から 2 年で有意に下降し，2 年から 3 年，3 年から 4 年，4 年から 5 年と
有意に上昇し，5 年から 6 年で有意に下降した。女子でも有意であった（F(5，3055)=16.39，
p<.01）。多重比較の結果（表 3.2-2），1 年から 2 年で有意に下降し，2 年から 3 年で有意に




3055)=32.36，p<.01）。多重比較の結果（表 3.2-3），1 年から 3 年までは有意差がなく，3 年
から 4 年で有意に上昇し，4 年から 5 年で有意に下降し，5 年から 6 年で有意に上昇した（図
3.2-3）。 
 
表 3.2-1 男女別の各学年時における算数偏差値，国語偏差値の平均値（M）と標準偏差（SD） 
    1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
算数 男子（N=275） M 58.30 56.80 58.62 60.40 63.37 60.35 
 SD 7.19 8.08 9.49 10.48 11.31 9.88 
女子（N=338） M 58.16 56.78 58.12 58.50 60.07 56.97 
  SD 7.65 8.07 9.11 9.67 10.98 10.30 
国語 男子（N=275） M 56.18 56.06 55.65 57.87 56.98 58.13 
 SD 7.80 8.88 9.69 9.82 8.34 9.45 
女子（N=338） M 58.11 58.03 57.68 59.62 58.24 59.98 






図 3.2-2 男女別の算数偏差値の推移 
 
 
表 3.2-2 算数における学年の多重比較の結果 
 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
男子 1 年 > = < < < 
 2 年 < < < < 
 3 年 < < < 
 4 年 < = 
 5 年 > 
女子 1 年 > = = < > 
 2 年  < < < = 
 3 年   = < > 
 4 年    < > 



















図 3.2-3 男女別の国語偏差値の推移 
  
 
表 3.2-3 国語における多重比較の結果 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
1 年 = = < = < 
2 年 = < = < 
3 年 < < < 
4 年 > = 
5 年 < 
 
（2）潜在曲線モデルによる分析 
 図 3.2-1 で示したモデルによって，教科及び男女別に分析を行った。ただし，算数につ
いては，図 3.2-2 の通り，変化が直線的ではないので，「傾き」からの 1 年時の学力へのパ
ス係数を 0，6 年時の学力へのパス係数を 1 とし，他の学年時の学力へのパス係数について
は自由推定とした。 









































みると，男女ともに，1 年～3 年に比べ，4 年～6 年の方が強くなる傾向にあった（図 3.2-5）。
さらに，3.1 で確認された 3 因子構造に従い，各因子の尺度得点として 2 学年ごとの合計値
を計算し，相関を求めると表 3.2-5 の通りとなった。図 3.2-6 に示した通り，低学年，中学
年，高学年と進むにつれ，相関は強くなっていくことが明確になった。 
 
表 3.2-4 各学年の算数偏差値と国語偏差値の相関係数 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
男子 .637** .684** .740** .763** .785** .771** 
女子 .699** .645** .666** .746** .772** .748** 
     **p<.01 
 
 

















表 3.2-5 尺度得点による算数と国語の相関係数 
低学年 中学年 高学年 
男子 .727** .807** .833** 




図 3.2-6 尺度得点による算数と国語の相関の推移 
 
3.2.4 考察 




上昇し，2 年～5 年で下降し，5 年～6 年で著しく上昇し，本研究の結果とは逆のパターン
であった（図 3.2-7）。また，僻地の公立小学校の児童を対象にした丹藤（1989）において
は，2 年～3 年で下降し，3 年～5 年が横ばい，5 年～6 年で下降しており，本研究とは異な
る。 
国語については，Nakajima（1969）では，1 年～3 年に比べ 4 年～6 年が低く（図 3.2-8），
丹藤（1989）においても，2，3 年が 4 年～6 年よりも高く，本研究の結果とは対照的であ


















図 3.2-7 算数における本研究と Nakajima（1969）の比較 
 
 


























































































 分析対象 3.1，3.2 と同じ。 








学年となる。変換得点が正であった学年数と学年の種類を集計した。表 3.3-1，図 3.3-1 は
算数，表 3.3-2，図 3.3-2 は国語の結果を示したものである。変換得点が正となる学年の数
は「〇学年型」，学年の種類は「〇年生型」と記した。例えば，4 年，5 年，6 年が正であ
る場合，3 学年型，456 年生型とした。 
  
表 3.3-1 平均値に基づく変化パターンの分布（算数） 
パター ン 度数 % パター ン 度数 % 
1 学年型 1 年生型 4 0.7 4 学年型 1234 年生型 11 1.8 
5 年生型 17 2.8  1235 年生型 9 1.5 
     1236 年生型 1 0.2 
2 学年型 12 年生型 11 1.8  1245 年生型 9 1.5 
 13 年生型 2 0.3  1246 年生型 3 0.5 
 14 年生型 3 0.5  1256 年生型 6 1.0 
 15 年生型 8 1.3  1345 年生型 6 1.0 
 16 年生型 10 1.6  1346 年生型 8 1.3 
 23 年生型 6 1.0  1356 年生型 9 1.5 
 25 年生型 2 0.3  1456 年生型 15 2.4 
 26 年生型 1 0.2  2345 年生型 8 1.3 
 34 年生型 7 1.1  2346 年生型 2 0.3 
 35 年生型 15 2.4  2356 年生型 2 0.3 
 36 年生型 1 0.2  2456 年生型 4 0.7 
 45 年生型 27 4.4  3456 年生型 39 6.4 
 46 年生型 3 0.5     
 56 年生型 34 5.5 5 学年型 12456 年生型 2 0.3 
     13456 年生型 2 0.3 
3 学年型 123 年生型 18 2.9     
 124 年生型 10 1.6     
 125 年生型 14 2.3     
 126 年生型 6 1.0     
 134 年生型 16 2.6     
 135 年生型 15 2.4     
 136 年生型 7 1.1     
 145 年生型 12 2.0     
 146 年生型 9 1.5     
 156 年生型 20 3.3     
 234 年生型 11 1.8     
 235 年生型 5 0.8     
 236 年生型 5 0.8     
 245 年生型 10 1.6     
 246 年生型 4 0.7     
 256 年生型 7 1.1     
 345 年生型 40 6.5     
 346 年生型 14 2.3     
 356 年生型 25 4.1     
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表 3.3-2 平均値に基づく変化パターンの分布（国語） 
  度数 %   度数 % 
1 学年型 1 年生型 1 0.2 4 学年型 1234 年生型 9 1.5 
3 年生型 1 0.2  1235 年生型 2 0.3 
4 年生型 4 0.7  1236 年生型 9 1.5 
5 年生型 2 0.3  1245 年生型 7 1.1 
6 年生型 2 0.3  1246 年生型 9 1.5 
     1256 年生型 5 0.8 
2 学年型 12 年生型 11 1.8  1345 年生型 6 1.0 
 13 年生型 3 0.5  1346 年生型 9 1.5 
 14 年生型 10 1.6  1356 年生型 8 1.3 
 15 年生型 5 0.8  1456 年生型 17 2.8 
 16 年生型 3 0.5  2345 年生型 3 0.5 
 23 年生型 5 0.8  2346 年生型 11 1.8 
 24 年生型 9 1.5  2356 年生型 5 0.8 
 25 年生型 2 0.3  2456 年生型 21 3.4 
 26 年生型 7 1.1  3456 年生型 25 4.1 
 34 年生型 15 2.4     
 35 年生型 2 0.3 5 学年型 12345 年生型 1 0.2 
 36 年生型 6 1.0  12346 年生型 3 0.5 
 45 年生型 8 1.3  12456 年生型 4 0.7 
 46 年生型 26 4.2  13456 年生型 1 0.2 
 56 年生型 18 2.9  23456 年生型 1 0.2 
        
3 学年型 123 年生型 11 1.8     
 124 年生型 13 2.1     
 125 年生型 7 1.1     
 126 年生型 19 3.1     
 134 年生型 11 1.8     
 135 年生型 6 1.0     
 136 年生型 11 1.8     
 145 年生型 6 1.0     
 146 年生型 20 3.3     
 156 年生型 17 2.8     
 234 年生型 28 4.6     
 235 年生型 8 1.3     
 236 年生型 6 1.0     
 245 年生型 9 1.5     
 246 年生型 22 3.6     
 256 年生型 19 3.1     
 345 年生型 11 1.8     
 346 年生型 22 3.6     
 356 年生型 11 1.8     
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各学年型のパターン数は，理論的には，1 学年型が 6 パターン（6C1=6，以下同），2 学年
型 15 パターン，3 学年型 20 パターン，4 学年型 15 パターン，5 学年型 6 パターン，6 学年
型 1 パターン，合計 63 パターンが出現する。実際には，算数では，1 学年型が 2 パターン，
2 学年型が 14 パターン，3 学年型が 20 パターン，4 学年型が 15 パターン，5 学年型が 2
パターン，計 53 パターン，国語では，1 学年型が 5 パターン，2 学年型が 15 パターン，3
学年型が 20 パターン，4 学年型が 15 パターン，5 学年型が 5 パターン，計 60 パターンで
あった。理論値よりは少ないものの，両科目ともに学年生型の変化パターンのバリエーシ
ョンは多岐にわたっていたが，度数の減衰状況から判断して，算数では，順に 456 年生型，
345 年生型，3456 年生型，56 年生型，45 年生型，356 年生型，国語では，456 年生型，234
年生型，46 年生型，3456 年生型が比較的多かった。 









変化が最も大きい点に注目し，それが n 番目と n+1 番目であれば，n 学年型とした。 
まず，識別不可能なレンジを特定するために，各学年型における隣接する変換得点の差
を求めた（表 3.3-3）。最も大きい変化は，算数，国語ともに 5 前後（表 3.3-3 の網掛けした
数値）であり，また，その他の変化も約 1.5 程度であった。したがって，1 番目の学年時と
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こととした。一定型は，算数で 200 名（32.6％），国語で 359 名（58.6％）であった。 
 
表 3.3-3 各学年型の隣接する変換得点の差の平均値（M）と標準偏差（SD） 
教科 学年型  1・2 2・3 3・4 4・5 5・6 
算数 1 学年型 M 6.14 1.48 1.54 1.81 2.10 
 （N=200） SD 2.91 1.33 1.41 1.47 1.71 
 2 学年型 M 1.47 4.65 1.55 1.53 2.08 
 （N=88） SD 1.15 2.06 1.29 1.41 1.74 
 3 学年型 M 2.04 1.44 5.52 1.53 2.27 
 （N=94） SD 1.85 1.36 2.93 1.30 2.13 
 4 学年型 M 2.12 1.86 1.62 5.74 2.15 
 （N=84） SD 1.75 1.67 1.49 3.21 1.74 
 5 学年型 M 2.31 1.90 1.60 1.84 7.48 
 （N=147） SD 1.90 1.62 1.31 1.59 3.64 
国語 1 学年型 M 4.18 1.23 1.40 1.43 1.71 
 （N=175） SD 2.30 1.41 1.33 1.29 1.57 
 2 学年型 M 1.24 4.05 1.15 1.45 1.63 
 （N=99） SD 1.28 2.12 1.33 1.30 1.34 
 3 学年型 M 1.21 1.12 3.74 1.21 1.47 
 （N=73） SD 1.24 1.05 1.89 1.00 1.47 
 4 学年型 M 1.76 1.50 1.11 5.05 1.96 
 （N=96） SD 1.40 1.49 1.00 2.29 1.86 
 5 学年型 M 1.76 1.51 1.34 1.31 5.66 
 （N=170） SD 1.84 1.23 1.16 1.20 2.66 





パターンが 1 学年型の場合，2-1 型とした。 
図 3.3-4 は算数の各学年型のプロフィールである。これらの形状の類似性から，次のよ
うに再分類した。 
 ①1 学年上位型：１番目から 2 番目で急落し，それ以降はゆるやかに下降するパターン
である。これは，特定の１学年の学力が他に比べ著しく高い場合であり，1-1 型，2-1 型，
3-1 型が該当する。4-1 型も，4 番目と 5 番目の落差がやや大きいものの，1 番目と 2 番目
の落差の方が大きいので，このパターンとする。 
 ②2 学年上位型：1 番目と 2 番目がほぼ横ばいで，2 番目から 3 番目で急落し，それ以降
はゆるやかに下降するパターンである。これは，特定の 2 学年の学力が他の学年に比べ著
しく高い場合であり，2-2 型，2-5 型，3-2 型が該当する。 





 ④2 学年下位型：1 番目から４番目はゆるやかに下降し，4 番目から 5 番目で急落し，5
番目から 6 番目はほぼ横ばいのパターンである。これは，特定の 2 学年の学力が他に比べ
て著しく低い場合であり，3-4 型，4-4 型が該当する。 
 ⑤1 学年下位型：1 番目～5 場面まではゆるやかに下降し，5 番目と 6 番目で急落するパ
































































































































































の結果，算数と同様に，次の 5 つのパターンに再分類された。 
 
 ①1 学年上位型：1-1 型，2-1 型，3-1 型，4-1 型。 
 ②2 学年上位型：2-2 型，3-2 型。 
 ③3 学年折半型：3-3 型。 
 ④2 学年下位型：3-4 型，4-4 型。 



















































































































































































































図 3.3-7 算数の各最終パターンの相対度数 
 
 




ルを図 3.3-10 に示した。一定型のプロフィールは，図 3.3-11 に示した。 
なお，各典型パターンの男女差をみると，算数では人数の偏りが有意であった














































































































































































































































































































































1 学年上位・5 年生型 
（N=93） 
 
1 学年上位・1 年生型 
（N=17） 
 
























1 学年下位・1 年生型 
（N=17） 














































































1 学年上位・6 年生型 
（N=21） 
 
1 学年上位・1 年生型 
（N=14） 
 
























1 学年下位型・5 年生型 
（N=9）  


















































































図 3.3-11 一定型の変換得点（縦軸）の平均値 
 
さらに，低学年と高学年の変化に着目すると，大きく 2 つのグループに分かれた。図 3.3-9
で示した算数の典型パターンのうち，3 学年折半・456 年生型，2 学年下位・12 年生型，1
学年下位・2 年生型，1 学年下位・3 年生型，1 学年下位・1 年生型の５つのパターンは，1
年生～3 年生までのいずれかの学年時において学力が低下するが，4 年生以降は回復し，そ
のままの水準で 6 年生まで推移する（図 3.3-12 の a）。一方，1 学年上位・5 年生型，2 学
年上位・56 年生型，1 学年下位・6 年生型の 3 つのパターンは 1 年生～4 年生まではほぼ一
定であるが，5 年生以降，著しい変化がある（図 3.3-12 の b）。 
 
 ●3 学年折半・456 年生型 
〇2 学年下位・12 年生型 
▲1 学年下位・2 年生型 
△1 学年下位・3 年生型 
■1 学年下位・1 年生型 
 
●1 学年上位・5 年生年型 
〇2 学年上位・56 年年生型 
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 算数と同様に，図 3.3-10 で示した国語の典型パターンのうち，3 学年折半・456 年型，2
学年下位・12 年生型，1 学年下位・2 年生型，1 学年下位・1 年生型，1 学年下位・3 年生
型の5つのパターンは，3年生まではいずれかの学年時に低下するが，4年生以降は回復し，
そのままの水準を維持する（図 3.3-13 の a）。一方，1 学年上位・6 年生型，1 学年上位・4
年生型，1 学年下位・5 年生型の３つのパターンは 3 年生までは安定しているが，4 年生以
降，著しい変化がある（図 3.3-13 の b）。 
 
 ●3 学年折半・456 年生型 
〇2 学年下位・12 年生型 
▲1 学年下位・2 年生型 
△1 学年下位・1 年生型 
■1 学年下位・3 年生型 
 
●1 学年上位・6 年生型 
〇1 学年上位・4 年生型 





図 3.3-13 国語における低学年と高学年の変化からパターンの分類 
 
3.3.4 考察 
 本節では，山田（1990）の方法を応用することによって，算数，国語の 6 年間にわたる
学力の変化パターンの類型化を試みた。その結果，算数，国語ともに典型的なパターンと
して，10 パターンを見出すことができた。さらに，この 10 パターンのうち，一定型（図































1 学年上位・1 年生型において見られる 1 年時の学力の著しい高さは，おそらくは，小学校
受験時の勉強による成果であったと推測される。受験勉強によって自分の平均的な学力水
準よりも一時的に高くなったが，その成果は 1 年で消失し，2 年時以降は本来の学力水準
を戻ったのではないだろうか。この意味では，1 学年上位・1 年生型は，一定型の特殊ケー
スとして分類すべきかもしれない。 
 低学年変化・高学年安定は，算数，国語ともに，1 年生～3 年生のいずれかの学年時に学
力を落とすが，4 年生以降回復し，その水準を 3 年間維持するパターンである。これまで，
算数，国語は 3 年生から 4 年生にかけて学習遅滞が著しく増加することが報告され（天野・
黒須，1992；諸田，2004），いわゆる「9 歳あるいは 10 歳の壁」の根拠としても引用され
てきた（藤村，2011；黒田，2013 など）。しかしながら，本研究の結果はこうした従来の
知見とは異なり，算数では 100 名（16.3％），国語では 88 名（14.4％）の児童が 4 年生以降，




の様相が異なっていた。算数では，4 年生から 5 年生で学力が著しく上昇するが，6 年生で
もその水準が維持される 2 学年上位・56 年生型，4 年生の水準まで急落する 1 学年上位・5
年生型，5 年生まではほぼ一定の水準で推移するが，6 年時に著しく学力を低下させる 1
学年下位・6 年生型，の 3 つのパターンが見られた。第 2 章でも述べたように，研究協力
校の児童はほぼ全員が私立中学の受験をする。2 学年上位・56 年生型と 1 学年上位・5 年
生型における 5 年時の学力の著しい上昇はそうした受験勉強の影響によるものと考えられ




もしれない。そして，1 学年下位・6 年生型における 6 年時の学力の著しい低下も同様の理
由ではないだろうか。いずれも推測の域でしかないので，これ以上の追及は差し控えたい
が，前述した 1 学年上位・1 年生型の場合も含め，受験勉強が児童の学力の発達的変化に
どのように影響し，その影響力がどのくらい持続するかについては，今後検討すべき課題
である。 
 国語においては，4 年時，6 年時でのみ著しく学力が上昇する 1 学年上位・4 年生型，1
71 
 















本章では，児童における学力の発達的変化について検討した。3.1 では，小学校 6 年間の
学力の因子構造が，算数，国語ともに 3 因子構造であることを明らかにした。3.2 では，小
学校 6 年間の学力の平均的な変化の特徴を明らかにするとともに，多様な変化のパターン
がある可能性を示した。3.3 では，小学校 6 年間の学力の発達的変化の典型的なパターンを
明らかにした。 
 1.4.1 で述べた通り，先行研究からは，次のことが示唆されてきた。 
 ①小学校 6 年間における国語，算数の学力は，学年間の相関は 0.5～0.8 程度で比較的強
く，とくに隣接学年間で強くなる。また，因子構造は 3 因子の可能性がある。 
































4.1 知能と学力の関連性の分析 3 
 
4.1.1 目的 
本節では，1.4.2 の（1）でレビューした先行研究を踏まえ，次の 3 つについて検討する。 
第 1 は，知能の発達的な動揺性（八野，1981）として，小学校 6 年間においては学年進
行に伴い知能偏差値が上昇する傾向（中島，1964；松崎，2009）が見られているが，それ
について検証する。 









分析対象 表 2.2-1 で示した全サンプルのうち，6 年間の算数と国語の学力データ及び知
能検査データに欠損値のない者を選定した。その結果，194 名（男子 88 名，女子 106 名）
を分析対象とした。 
学力の尺度 研究協力校が毎年 2 月に実施してきた「教研式標準学力検査 NRT」の国語
と算数の結果（全国基準による偏差値）を利用した。 










回帰成就値の算出方法と UA と OA の定義 上記の学力偏差値と知能偏差値（平均 50，標
準偏差 10）から推定される学力偏差値との差を，回帰成就値（新成就値）とした。「教研
式標準学力検査 NRT」の手引きに従い，新成就値が‐8 以下を UA，-7～+7 をバランスド




 表 4.1-1 は，男女別に各学年時の知能偏差値の平均値と標準偏差を示したものである。
性別×学年による 2 要因の分散分析を行った結果，学年の主効果のみが有意であった
（F(5,960)=83.38, p<.01）。多重比較によれば，連続する学年間では，2 年と 3 年の間以外は
有意差が認められた。図 4.1-1 に示す通り，1 年～4 年にかけて漸次的に上昇，4 年～5 年
で有意に低下，5 年～6 年で有意に上昇した。6 年は 4 年よりも有意に高く，もっとも高い
値であった。 
 
表 4.1-1 男女別の各学年時における知能偏差値の平均値（M）と標準偏差（SD） 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
男子 M 54.05 56.06 56.85 61.33 58.84 64.76 
N=88 SD 9.86 9.77 9.95 12.88 10.38 11.92 
女子 M 55.25 56.92 57.90 61.96 59.26 65.52 
N=106 SD 10.06 8.02 8.80 10.54 9.95 10.35 
 
 


















学年で有意な正の相関が見られた。図 4.1-2 に示す通り，3 年以降，相関は強まるようであ
った。 
 
表 4.1-2 男女別の各学年時における知能偏差値，国語偏差値，算数偏差値の相関 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
男子 知能と算数 .391** .471** .675** .712** .789** .712** 
N=88 知能と国語 .577** .536** .700** .764** .722** .703** 
女子 算数と知能 .530** .392** .670** .670** .748** .753** 
N=106 国語と知能 .459** .435** .684** .676** .744** .743** 
**p<.01        
 
 



























数の VIF（Variance Inflation Factor）を算出した。VIF が 10 を超える場合，多重共線性が発
生しているとされる（小塩，2011）。付録 3 の付表 3-1 に示した通り，各学年の知能偏差値
と前学年の学力偏差値の間には有意な正の比較的強い相関が見られたが，付表 3-2 に示し






表 4.1-3 各学年の学力偏差値と同学年の知能偏差値，前学年の学力偏差値の相関 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
同学年の知能偏差値 .492** .734** .746** .791** .762** 
前学年の学力偏差値 .780** .835** .891** .904** .861** 
  **p<.01 
 
表 4.1-4 各学年の学力偏差値を従属変数，同学年の知能偏差値と 
前学年の学力偏差値を独立変数にした重回帰分析の結果 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
 β β β β β 
同学年の知能偏差値 .116** .312** .145** .243** .226** 
前学年の学力偏差値 .719** .624** .779** .718** .684** 
R2 .618** .750** .802** .841** .762** 






偏差値と学力偏差値を独立変数にした重回帰分析を行った。なお，付録 3 の付表 3-3 に示
した通り，各学年の前学年時の知能偏差値と学力偏差値の間には有意な正の比較的強い相
関が見られたが，付表 3-4 に示した通り，VIF はすべて 10 未満であった。よって，多重共
線性を考慮した解釈を行う必要はないと判断した。 






表 4.1-5 各学年の知能偏差値と前学年の知能偏差値，学力偏差値との相関 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
前学年の知能偏差値 .617** .608** .817** .799** .832** 
前学年の学力偏差値 .523** .676** .772** .764** .783** 
  **p<.01 
 
表 4.1-6 各学年の知能偏差値を従属変数，前学年の知能偏差値と 
学力偏差値を独立変数にした重回帰分析の結果 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
 β β β β β 
前学年の知能偏差値 .472** .364** .543** .516** .568** 
前学年の学力偏差値 .268** .497** .374** .379** .333** 
R2 .431** .557** .732** .701** .734** 




まず，教科ごとに各学年の UA，BA，OA の人数を集計した。図 4.1-3 は算数の各学年で
の割合，図 4.1-4 は国語の各学年での割合を示したものである。 
それぞれ，学年ごとに χ2検定を行った。その結果，表 4.1-7 に示す通り，算数，国語と
もに全学年で人数の偏りは有意であった。ライアンの名義水準を使用した多重比較を行っ
たところ，5 年の算数以外，国語，算数ともに全学年で BA が UA，OA よりも有意に多か
った。UA と OA の差についてみると，算数においては，1 年～3 年，及び，5 年で OA が
UA よりも有意に多かったが，5 年では OA と BA の差が有意ではなかった。4 年では UA
と OA に有意差はなく，6 年では UA が OA よりも有意に多かった。国語では，1，2 年で
は OA が UA よりも有意に多く，3，4 年では有意差は見られなかった。5 年では OA が UA
よりも有意に多くなるが，6 年では有意差は見られなかった。 
なお，男女差をみると，算数の 5 年時のみで人数の偏りが有意であった（χ2(2)=6.82，p<.05）。





図 4.1-3 算数における各学年の UA／BA／OA の割合（N=194） 
 
 





表 4.1-7  UA／BA／OA の割合の有意差検定の結果 
学年 
算数 国語 
χ2値(df=2) 多重比較の結果 χ2値(df=2) 多重比較の結果 
1 年 84.14** UA<OA<BA 113.09** UA<OA<BA 
2 年 61.69** UA<OA<BA 75.48** UA<OA<BA 
3 年 136.88** UA<OA<BA 123.12** UA=OA<BA 
4 年 116.50** UA=OA<BA 129.49** UA=OA<BA 
5 年 66.33** UA<OA=BA 169.82** UA<OA<BA 




図 4.1-5 算数の 5 年時における UA・BA・OA の割合の男女差 
 
②隣接学年間での変化 
表 4.1-8 は，隣接学年間の UA，BA，OA の変化パターンの割合を示したものである。 
全体的にみると，BA に変化または BA のままの者が多かった。算数では，1 年～2 年で
UA のままが多かった。また，4 年から 5 年で OA に変化する者が多く，また，5 年から 6






表 4.1-8 隣接学年間ごとの UA・BA・OA の変化パターンの割合（％） 
 






















1 年→2 年 15 60.0 33.3 6.7 119 12.6 65.5 21.8 60 5.0 51.7 43.3 
2 年→3 年 27 25.9 66.7 7.4 114 6.1 75.4 18.4 53  67.9 32.1 
3 年→4 年 14 35.7 57.1 7.1 140 12.1 70.7 17.1 40  70.0 30.0 
4 年→5 年 22 27.3 54.5 18.2 135 3.7 51.1 45.2 37 2.7 48.6 48.6 
5 年→6 年 12 58.3 33.3 8.3 99 20.2 70.7 9.1 83 10.8 81.9 7.2 
国語
 
1 年→2 年 9 11.1 88.9  129 14.7 64.3 20.9 56 8.9 51.8 39.3 
2 年→3 年 25 24.0 76.0  120 11.7 68.3 20.0 49 2.0 73.5 24.5 
3 年→4 年 21 28.6 57.1 14.3 137 19.0 73.0 8.0 36 5.6 75.0 19.4 
4 年→5 年 34 20.6 76.5 2.9 139 2.2 79.1 18.7 21  61.9 38.1 
5 年→6 年 10 40.0 50.0 10.0 149 17.4 72.5 10.1 35 5.7 71.4 22.9 
 
③6 年間の変動パターン 
 6 年間の UA，BA，OA 相互の変化パターンをみると，算数は 92 パターン，国語は 84
パターンであった。理論的には 36=729 パターンであるので，出現率は，算数では 12.6％，
国語では 11.5％であった。 
 表 4.1-9 は算数の 92 パターンを，表 4.1-10 は国語の 84 パターンを，BA，OA，UA の学
年数が同じものごとに並べ替えた上で，各パターンの度数と％を示したものである。算数，
国語ともに BA，OA，UA は同数であっても，どの学年でそれらが生じるかは多様であっ
た。個々のパターンは，算数では，「6 年間すべて BA」17 名（8.8％）がもっとも多く，次
いで「5 年時に OA，それ以外は BA」13 名（6.7％），「6 年時に UA，それ以外は BA」8
名（4.1％），「1 年次，5 年次が OA，それ以外は BA」8 名（4.1％）であった。それ以降は
4%未満であった。国語では，「6 年間すべて BA」28 名（14.4％）がもっとも多く，次いで，
「2 年時に OA，それ以外は BA」11 名（5.7％），「3 年時に OA，それ以外は BA」8 名（4.1％）
であった。それ以降は 4％未満であった。 
 さらに，BA，OA，UA の学年時と学年数にかかわらず，変化の方向という点から整理
すると，算数，国語（ただし，6 年間すべて UA であった 1 名は除く）ともに，6 年間を通
じて，BA のままの者，BA 以外は OA のみに変化する者，BA 以外は UA のみに変化する
者，BA とともに OA と UA の両方に変化する者の 4 タイプに分類された（表 4.1-11）。χ2
検定の結果，算数（χ2(3)=90.74, p<.01)，国語（χ2(3)=43.83, p<.01）ともに人数の偏りは有意




表 4.1-9 算数における 6 年間の UA・BA・OA の変化パターンの度数と％ 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 BA 数 OA 数 UA 数 度数 % 
BA BA BA BA BA BA 6 0 0 17 8.8 
BA BA BA BA BA UA 5 0 1 8 4.1 
BA BA BA UA BA BA 5 0 1 2 1.0 
BA BA UA BA BA BA 5 0 1 2 1.0 
BA UA BA BA BA BA 5 0 1 1 .5 
UA BA BA BA BA BA 5 0 1 1 .5 
BA BA BA BA BA OA 5 1 0 3 1.5 
BA BA BA BA OA BA 5 1 0 13 6.7 
BA BA BA OA BA BA 5 1 0 4 2.1 
BA BA OA BA BA BA 5 1 0 4 2.1 
BA OA BA BA BA BA 5 1 0 3 1.5 
OA BA BA BA BA BA 5 1 0 5 2.6 
BA BA BA BA UA UA 4 0 2 1 .5 
BA BA BA UA BA UA 4 0 2 1 .5 
BA UA BA BA BA UA 4 0 2 2 1.0 
BA UA BA UA BA BA 4 0 2 1 .5 
BA UA UA BA BA BA 4 0 2 1 .5 
UA UA BA BA BA BA 4 0 2 3 1.5 
BA BA BA BA OA UA 4 1 1 5 2.6 
BA BA BA OA BA UA 4 1 1 1 .5 
BA OA BA BA BA UA 4 1 1 1 .5 
BA BA BA UA BA OA 4 1 1 1 .5 
BA BA BA OA UA BA 4 1 1 1 .5 
BA BA OA BA UA BA 4 1 1 2 1.0 
BA BA UA BA OA BA 4 1 1 2 1.0 
BA UA BA BA OA BA 4 1 1 1 .5 
UA BA BA BA OA BA 4 1 1 1 .5 
BA OA BA UA BA BA 4 1 1 1 .5 
OA BA BA UA BA BA 4 1 1 1 .5 
UA BA OA BA BA BA 4 1 1 2 1.0 
BA BA BA BA OA OA 4 2 0 1 .5 
OA BA BA BA BA OA 4 2 0 1 .5 
BA BA OA BA OA BA 4 2 0 2 1.0 
BA OA BA BA OA BA 4 2 0 7 3.6 
OA BA BA BA OA BA 4 2 0 8 4.1 
BA BA OA OA BA BA 4 2 0 1 .5 
BA OA BA OA BA BA 4 2 0 1 .5 
OA BA BA OA BA BA 4 2 0 1 .5 
BA OA OA BA BA BA 4 2 0 2 1.0 
OA BA OA BA BA BA 4 2 0 3 1.5 
OA OA BA BA BA BA 4 2 0 3 1.5 
BA BA BA UA UA UA 3 0 3 1 .5 
BA UA BA BA UA UA 3 0 3 1 .5 
BA UA UA BA BA UA 3 0 3 1 .5 
UA UA BA BA BA UA 3 0 3 2 1.0 





（表 4.1-9 の続き） 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 BA 数 OA 数 UA 数 度数 % 
BA OA BA BA UA UA 3 1 2 1 .5 
BA UA BA BA OA UA 3 1 2 1 .5 
UA OA BA BA BA UA 3 1 2 1 .5 
BA BA BA UA UA OA 3 1 2 1 .5 
OA BA UA UA BA BA 3 1 2 1 .5 
BA UA UA OA BA BA 3 1 2 1 .5 
UA UA BA OA BA BA 3 1 2 1 .5 
OA BA OA BA BA UA 3 2 1 1 .5 
BA BA BA UA OA OA 3 2 1 1 .5 
OA BA BA UA OA BA 3 2 1 1 .5 
UA BA BA OA OA BA 3 2 1 1 .5 
OA OA BA UA BA BA 3 2 1 1 .5 
OA UA OA BA BA BA 3 2 1 1 .5 
BA BA BA OA OA OA 3 3 0 1 .5 
OA BA BA OA BA OA 3 3 0 1 .5 
BA BA OA OA OA BA 3 3 0 2 1.0 
BA OA BA OA OA BA 3 3 0 3 1.5 
OA BA BA OA OA BA 3 3 0 2 1.0 
BA OA OA BA OA BA 3 3 0 3 1.5 
OA BA OA BA OA BA 3 3 0 2 1.0 
OA OA BA BA OA BA 3 3 0 7 3.6 
BA OA OA OA BA BA 3 3 0 1 .5 
OA BA OA OA BA BA 3 3 0 1 .5 
OA OA BA OA BA BA 3 3 0 2 1.0 
OA OA OA BA BA BA 3 3 0 1 .5 
BA BA UA UA UA UA 2 0 4 1 .5 
BA UA BA UA UA UA 2 0 4 1 .5 
OA BA BA UA UA UA 2 1 3 1 .5 
BA UA UA BA OA UA 2 1 3 2 1.0 
OA UA BA UA BA UA 2 1 3 1 .5 
BA UA UA UA BA OA 2 1 3 1 .5 
UA UA BA UA OA BA 2 1 3 1 .5 
UA UA OA BA OA BA 2 2 2 1 .5 
OA UA BA OA OA BA 2 3 1 1 .5 
BA OA OA BA OA OA 2 4 0 1 .5 
OA OA BA BA OA OA 2 4 0 1 .5 
OA OA BA OA BA OA 2 4 0 2 1.0 
BA OA OA OA OA BA 2 4 0 2 1.0 
OA BA OA OA OA BA 2 4 0 1 .5 
OA OA BA OA OA BA 2 4 0 2 1.0 
OA OA OA BA OA BA 2 4 0 2 1.0 
OA OA OA OA BA BA 2 4 0 1 .5 
UA UA UA UA BA UA 1 0 5 1 .5 
OA BA UA UA OA UA 1 2 3 1 .5 
OA OA OA BA OA OA 1 5 0 1 .5 





表 4.1-10 国語における 6 年間の UA・BA・OA の変化パターンの度数と％ 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 BA 数 OA 数 UA 数 度数 ％ 
BA BA BA BA BA BA 6 0 0 28 14.4 
UA BA BA BA BA BA 5 0 1 3 1.5 
BA UA BA BA BA BA 5 0 1 3 1.5 
BA BA UA BA BA BA 5 0 1 2 1.0 
BA BA BA UA BA BA 5 0 1 7 3.6 
BA BA BA BA BA UA 5 0 1 6 3.1 
OA BA BA BA BA BA 5 1 0 6 3.1 
BA OA BA BA BA BA 5 1 0 11 5.7 
BA BA OA BA BA BA 5 1 0 8 4.1 
BA BA BA OA BA BA 5 1 0 2 1.0 
BA BA BA BA OA BA 5 1 0 7 3.6 
BA BA BA BA BA OA 5 1 0 4 2.1 
UA BA UA BA BA BA 4 0 2 1 .5 
BA UA UA BA BA BA 4 0 2 1 .5 
UA BA BA UA BA BA 4 0 2 1 .5 
BA UA BA UA BA BA 4 0 2 7 3.6 
BA BA UA UA BA BA 4 0 2 1 .5 
BA UA BA BA UA BA 4 0 2 1 .5 
BA BA BA UA UA BA 4 0 2 1 .5 
BA UA BA BA BA UA 4 0 2 1 .5 
BA BA BA UA BA UA 4 0 2 2 1.0 
OA UA BA BA BA BA 4 1 1 2 1.0 
OA BA UA BA BA BA 4 1 1 1 .5 
BA BA UA OA BA BA 4 1 1 1 .5 
BA OA BA UA BA BA 4 1 1 1 .5 
BA UA BA BA OA BA 4 1 1 1 .5 
BA BA UA BA OA BA 4 1 1 2 1.0 
UA BA BA BA BA OA 4 1 1 1 .5 
OA BA BA BA BA UA 4 1 1 1 .5 
BA OA BA BA BA UA 4 1 1 2 1.0 
BA BA OA BA BA UA 4 1 1 2 1.0 
BA BA BA BA OA UA 4 1 1 1 .5 
OA OA BA BA BA BA 4 2 0 8 4.1 
OA BA OA BA BA BA 4 2 0 3 1.5 
BA OA OA BA BA BA 4 2 0 5 2.6 
OA BA BA BA OA BA 4 2 0 3 1.5 
BA OA BA BA OA BA 4 2 0 2 1.0 
BA BA OA BA OA BA 4 2 0 1 .5 
BA BA BA OA OA BA 4 2 0 1 .5 
OA BA BA BA BA OA 4 2 0 1 .5 
BA OA BA BA BA OA 4 2 0 1 .5 
BA BA BA OA BA OA 4 2 0 1 .5 
BA UA BA UA UA BA 3 0 3 1 .5 
BA UA UA BA BA UA 3 0 3 1 .5 
BA BA UA UA BA UA 3 0 3 1 .5 






（表 4.1-10 の続き） 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 BA 数 OA 数 UA 数 度数 ％ 
UA BA UA OA BA BA 3 1 2 1 .5 
OA UA BA BA BA UA 3 1 2 1 .5 
OA BA UA BA BA UA 3 1 2 2 1.0 
BA OA BA UA BA UA 3 1 2 1 .5 
BA BA OA UA BA UA 3 1 2 1 .5 
BA UA BA BA OA UA 3 1 2 1 .5 
OA OA BA UA BA BA 3 2 1 1 .5 
OA BA BA UA OA BA 3 2 1 1 .5 
UA BA OA BA BA OA 3 2 1 1 .5 
OA OA BA BA BA UA 3 2 1 1 .5 
BA OA OA BA BA UA 3 2 1 1 .5 
OA OA BA OA BA BA 3 3 0 2 1.0 
OA BA OA OA BA BA 3 3 0 1 .5 
OA OA BA BA OA BA 3 3 0 2 1.0 
OA BA OA BA OA BA 3 3 0 2 1.0 
BA OA BA OA OA BA 3 3 0 2 1.0 
BA BA OA OA OA BA 3 3 0 1 .5 
OA OA BA BA BA OA 3 3 0 1 .5 
BA OA OA BA BA OA 3 3 0 1 .5 
OA BA BA OA BA OA 3 3 0 1 .5 
BA UA UA UA BA UA 2 0 4 1 .5 
BA UA BA UA UA UA 2 0 4 1 .5 
OA UA UA BA UA BA 2 1 3 1 .5 
BA BA UA UA UA OA 2 1 3 1 .5 
OA BA UA UA BA UA 2 1 3 1 .5 
OA BA BA UA UA UA 2 1 3 1 .5 
OA OA OA UA BA BA 2 3 1 1 .5 
OA OA OA BA UA BA 2 3 1 1 .5 
OA BA OA OA BA OA 2 4 0 2 1.0 
OA OA BA BA OA OA 2 4 0 1 .5 
OA BA BA OA OA OA 2 4 0 2 1.0 
BA BA OA OA OA OA 2 4 0 1 .5 
OA UA UA OA BA UA 1 2 3 1 .5 
OA OA UA BA OA OA 1 4 1 1 .5 
OA OA OA OA BA OA 1 5 0 1 .5 
OA OA OA BA OA OA 1 5 0 2 1.0 
OA BA OA OA OA OA 1 5 0 1 .5 
UA UA UA UA UA UA 0 0 6 1 .5 
 
表 4.1-11 ６年間の OA・BA・UA 相互の変化の方向からみた分類 









 算数 度数 17 104 32 41 
  ％ 8.8 53.6 16.5 21.1 
国語 度数 28 87 43 35 







 本研究では，小学校 6 年間における，①知能の発達的変化，②知能と学力の関連，③OA
と UA の発達的変化の３つについて検討した。 
 まず，知能の発達的変化については，性別にかかわらず，1 年～4 年にかけて漸次的に上




られた 4 年～5 年での低下が再現されていることから，練習効果だけでは説明することは















 OA と UA の発達的変化については，まず，5 年生を除き，算数，国語ともに OA が減少
し，UA が増加する傾向が見られた。この結果は，松崎（2009）の結果とほぼ同様である。
しかしながら，5 年生では OA が UA よりも多くなり，とくに男子の算数において OA が
著しく増加した。隣接学年間の変化をみても，4 年時に UA，BA だったものが 5 年時に
OA に変化する割合が他の隣接学年間よりも多かった。3.3 で述べたが，5 年生で OA が増
えるのは，私立中学の受験勉強の影響によるものと推測される。 





























 質問紙調査の手続き 質問紙調査は，2007 年度～2011 年度入学者を対象に，2013 年～
2015 年の各 3 月に実施された。クラスごとに担任が質問紙を配布，回収した。 
 性格の尺度 小学生用 5 因子性格検査（FFPC）（曽我，1999）を使用した（付録 1 の①
のⅠ参照）。「協調性」「統制性」「情緒性」「開放性」「外向性」の 5 因子それぞれ 8 項目，
計 40 項目からなる。回答は，「はい」（3 点），「どちらともいえない」（2 点），「いいえ」（1











 学力の尺度 4.1 と同じ。 
 分析対象 表 2.2-3 に示した通り，性格の尺度に対しては，2007 年度入学者は 6 年生時，
2008 年入学者は 5 年生時，2009 年以降の入学者は 4 年生時に回答した。回答に不備のなか








 5 つの因子ごとに I-T（項目-全体）相関を求めたところ，いずれの因子にも著しく相関












表 4.2-1 全体及び男女別の各尺度得点の平均値（M）と標準偏差（SD），t 検定の結果 
全体 男子 女子 性差(t 値) 
協調性 N 389 170 219 
 M 19.37 19.08 19.59 1.42 
SD 3.52 3.86 3.22 
統制性 N 391 174 217  
M 17.65 17.13 18.08 2.78** 
SD 3.39 3.40 3.32 
情緒性 N 391 172 219  
M 15.94 15.89 15.99 0.23 
SD 4.09 3.83 4.29 
開放性 N 390 172 218  
M 17.47 17.07 17.79 1.73 
SD 4.09 4.19 4.00 
外向性 N 392 173 219  
M 16.83 17.16 16.58 1.68 
SD 3.45 3.35 3.51 




の結果，表 4.2-2 に示す通り，統制性と，2，3 年時の算数偏差値，3，4 年時の国語偏差値
との間に有意な正の相関が見られた。また，情緒性と，6 年時以外の算数偏差値，全学年
時の国語偏差値との間に有意な負の相関が見られた。 
 男女別にみると，男子では，情緒性と 3 年時の算数偏差値，4 年時の国語偏差値との間




2 年～6 年時の国語偏差値との間で有意な負の相関が見られた。 
 
表 4.2-2 FPPC の各尺度得点と各学年の算数偏差値，国語偏差値の相関 
  協調性 統制性 情緒性 開放性 外向性 
全体 
算数 
1 年 -.004** .035** -.111** .098** .018** 
2 年 -.016** .129** -.129** .033** .069** 
3 年 .028** .113** -.179** -.034** -.013** 
4 年 .011** .080** -.149** -.017** .020** 
5 年 .070** .096** -.143** -.016** .036** 
6 年 .052** .104** -.119** -.054** -.006** 
国語 
1 年 -.013** .048** -.135** .051** -.026** 
2 年 -.052** .059** -.148** .095** .031** 
3 年 .011** .123** -.187** .025** -.023** 
4 年 .026** .113** -.170** .053** -.035** 
5 年 -.008** .097** -.148** .045** .045** 
6 年 .070** .028** -.149** .044** -.029** 
男子 
算数 
1 年 .015** .069** -.132** .046** .012** 
2 年 .016** .098** -.035** -.015** .003** 
3 年 .112** .080** -.162** -.087** -.048** 
4 年 .087** .076** -.128** -.073** -.029** 
5 年 .117** .025** -.112** -.032** -.011** 
6 年 .163** .109** -.134** -.029** -.062** 
国語 
1 年 -.036** -.017** -.152** .011** -.019** 
2 年 .007** -.018** -.139** .053** .047** 
3 年 .012** .053** -.128** .013** -.004** 
4 年 .090** .033** -.192** -.028** -.018** 
5 年 -.048** -.060** -.104** .030** .036** 
6 年 .140** -.031** -.087** .075** -.030** 
女子 
算数 
1 年 -.013** .018** -.096** .150** .017** 
2 年 -.036** .177** -.197** .083** .113** 
3 年 -.039** .170** -.192** .027** .001** 
4 年 -.035** .138** -.166** .065** .033** 
5 年 .044** .213** -.176** .028** .051** 
6 年 -.046** .143** -.125** -.036** .019** 
国語 
1 年 -.001** .087** -.124** .076** -.021** 
2 年 -.130** .120** -.157** .127** .026** 
3 年 .006** .185** -.241** .030** -.033** 
4 年 -.035** .187** -.153** .126** -.049** 
5 年 .028** .223** -.186** .047** .068** 







 本研究では，5 因子性格尺度を利用して性格と学力の関連性について探索した。 






































 これまで，動機づけは，内発的－外発的といった 2 項対立的な図式で捉えられ，内発的
動機づけが学力に正の影響を及ぼすことが示唆されてきた（杉村，1982；田上・桜井，1985）。 











 質問紙調査の手続き 質問紙調査は 2007 年度～2011 年度入学を対象に，2012～2015 年
の各 3 月に実施された。クラスごとに担任が質問紙を配布，回収した。 
 動機づけの尺度 竹村・小林（2008）が自己決定理論に基づいて開発した自己決定性尺
度を使用した（付録 1 の③のⅢ）。内発調整，同一化調整，取入調整，外的調整の 4 因子，
各 4 項目，計 16 項目からなる。回答は「あてはまる」（4 点）～「あてはまらない」（1 点）
の 4 件法であった。 
 学力の尺度 4.1 と同じ。 
 分析対象 表 2.2-3 に示した通り，動機づけの尺度に対しては，2007 年度入学者は 6 年
生時，2008 年度入学者は５，６年時，2009 年度入学者は 4～6 年時，2010 年度入学者は 4，
5 年時，2011 年度入学者は 4 年時に回答した。このうち，回答に不備のなかった者として，
4 年生 229 名（男子 99 名，女子 130 名），5 年生 265 名（男子 117 名，女子 148 名），6 年













 動機づけの 4 つのスタイルの発達的変化について，まず，全体的な傾向をみるために，
入学年度を込みにして 4 年～6 年を横断的に比較した（表 4.3-1）。性別と学年による 2 要
因の分散分析を行ったところ，内的調整では性別の主効果が有意であり，男子の方が女子
よりも有意に高かった（F(1,718)=5.05, p<.05）。学年の主効果も有意であり（F(2, 718)=14.50, 
p<.01），多重比較によれば，6 年<5 年<4 年であった（図 4.3-1）。同一化調整では学年の主
効果のみが有意であり（F(2,722)=8.01, p<.01），多重比較によれば，6 年<5 年=4 年であっ
た。取入調整，外的調整では有意な効果は見られなかった。 
 
表 4.3-1 学年と性別による動機づけの下位尺度得点の平均値（M）と標準偏差（SD） 
   4 年 5 年 6 年 
内的調整 男子 N 94 111 110 
M 2.92 2.78 2.55 
SD 0.85 0.87 0.92 
女子 N 128 142 139 
M 2.88 2.58 2.36 
SD 0.83 0.90 0.93 
同一化調整 男子 N 97 115 112 
M 3.47 3.39 3.18 
SD 0.78 0.77 0.87 
女子 N 125 143 136 
M 3.47 3.40 3.22 
SD 0.65 0.71 0.80 
取入調整 男子 N 97 116 111 
M 2.62 2.64 2.47 
SD 0.98 0.93 0.97 
女子 N 125 147 139 
M 2.68 2.69 2.57 
SD 0.89 0.94 0.88 
外的調整 男子 N 97 113 113 
M 1.98 2.01 1.97 
SD 0.93 0.90 0.92 
女子 N 127 146 135 
M 1.90 2.03 2.01 










的調整ではいずれも，学年の主効果のみ有意であった（順に，F(2, 168)=13.44, p<.01，F(2, 
176)=7.28, p<.01，F(2, 168)=4.02, p<.05）。多重比較の結果，内的調整では 6 年=5 年<4 年，
同一化調整では 6 年<5 年=4 年，外的調整で 4 年<6 年であった（図 4.3-2）。 
 
表 4.3-2 学年と性別による動機づけの下位尺度得点の 
平均値（M）と標準偏差（SD）（2009 年度入学者） 
4 年 5 年 6 年 
内的調整 男子（N=39） M 2.96 2.68 2.44 
 SD 0.82 0.84 0.97 
女子（N=47） M 2.84 2.46 2.35 
SD 0.87 0.96 0.92 
同一化調整 男子（N=42） M 3.43 3.30 2.97 
 SD 0.80 0.80 1.00 
女子（N=48） M 3.41 3.36 3.23 
SD 0.72 0.73 0.74 
取入調整 男子（N=41） M 2.63 2.61 2.56 
 SD 0.99 0.88 0.98 
女子（N=46） M 2.66 2.77 2.70 
SD 0.90 0.90 0.95 
外的調整 男子（N=40） M 1.86 2.11 2.13 
 SD 0.84 0.93 0.93 
女子（N=46） M 1.95 2.18 2.28 
























男子では算数，国語ともに 4 年生以外で，また，女子では，国語の 4 年生以外で有意であ
った。 
同一化調整は，有意な相関はすべて正であった。全体では，算数は 5 年，6 年で，国語
は 6 年で有意であった。男子では算数の 6 年のみで，女子では算数の 4 年，5 年のみで有
意であった。 
取入調整は，有意な相関はすべて負であった。全体では国語の 6 年生以外は有意であっ
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表 4.3-3 動機づけの下位尺度得点と算数偏差値の相関 
 内的調整 同一化調整 取入調整 外的調整 
全体 算数 4 年 .187** .114 -.209** -.233** 
 5 年 .254** .159* -.164** -.192** 
 6 年 .343** .177** -.128* -.132* 
 国語 4 年 .141* .044 -.270** -.238** 
 5 年 .210** .070 -.245** -.172** 
 6 年 .264** .131* -.073 -.059 
男子 算数 4 年 .123 .051 -.281** -.262** 
  5 年 .273** .101 -.186* -.253** 
  6 年 .286** .234* -.101 -.152 
 国語 4 年 .126 .051 -.344** -.275** 
  5 年 .275** .074 -.274** -.253** 
  6 年 .285** .180 -.011 -.012 
女子 算数 4 年 .235** .186* -.142 -.235** 
  5 年 .211* .220** -.142 -.145 
  6 年 .367** .147 -.136 -.107 
 国語 4 年 .152 .038 -.206* -.206* 
  5 年 .171* .065 -.225** -.105 
  6 年 .262** .080 -.137 -.131 
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表 4.3-4 動機づけの下位尺度得点と算数偏差値，国語偏差値の相関（2009 年度入学者） 
   内的調整 同一化調整 取入調整 外的調整 
算数 4 年 .123 .051 -.281** -.262** 
 5 年 .273** .101 -.186* -.253** 
 6 年 .286** .234* -.101 -.152 
国語 4 年 .126 .051 -.344** -.275** 
 5 年 .275** .074 -.274** -.253** 
 6 年 .285** .180 -.011 .012 
**p<.01  *p<.05 
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質問紙調査の手続き 4.3 と同じ。 
学習コンピテンスの尺度 児童用コンピテンス尺度（桜井，1992）の下位尺度である，
学習コンピテンスを使用した（付録 1 の③のⅡ参照）。10 項目からなる。回答は，「はい」
（4 点），「どちらかといえばはい」（3 点），「どちらかといえばいいえ」（2 点），「いいえ」
（1 点）の 4 件法であった。 
 学力の尺度 4.1 と同じ。 
 分析対象 学習コンピテンス尺度に対しての回答者は 4.3と同じであった（表 2.2-3参照）。
回答に不備のなかった者として，４年生 212 名（男子 90 名，女子 122 名），5 年生 250 名









 まず，全体的な傾向をみるために，入学年度を込みにして 4 年～6 年を横断的に比較し
た（表 4.4-1）。性別と学年による 2 要因の分散分析を行ったところ，性別の主効果のみが






表 4.4-1 学年と性別による学習コンピテンスの平均値（M）と標準偏差（SD） 
  4 年 5 年 6 年 
男子 N 90 108 113 
 M 29.52 30.00 29.35 
 SD 7.05 6.77 7.17 
女子 N 122 142 133 
 M 27.75 27.17 26.92 






表 4.4-2 学年と性別による学習コンピテンスの 
平均値（M）と標準偏差（SD）（2009 年度入学者） 
  4 年 5 年 6 年 
男子 M 29.52 30.00 29.35 
（N=38） SD 7.05 6.77 7.17 
女子 M 27.75 27.17 26.92 
（N=38） SD 7.21 7.57 7.94 
 
各学年の学習コンピテンスどうしの相関係数を求めると.680～.793（いずれも p<.01）の
比較的強い相関が見られた。主成分分析を行ったところ，第 1 主成分の寄与率が 81.5％で
あり（表 4.4-3），また，内的一貫性をみるとα=.885 であった。4 年生以降の学習コンピテ
ンスは 1 次元構造で，安定しているといえる。 
 
表 4.4-3 学習コンピテンスの主成分分析の結果 
項目 第 1 主成分 
4 年時の学習コンピテンス .875 
5 年時の学習コンピテンス .937 











表 4.4-4 各学年時における学習コンピテンスと 
算数偏差値，国語偏差値の相関 
  全体 男子 女子 
算数 4 年 .616** .601** .616** 
 5 年 .616** .564** .628** 
 6 年 .643** .652** .620** 
国語 4 年 .565** .604** .544** 
 5 年 .488** .534** .490** 
 6 年 .521** .542** .534** 
         **p<.01 
  







表 4.4-5 学習コンピテンス（総合点）と算数偏差値， 
国語偏差値の相関（2009 年度入学者） 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
算数 .444** .589** .717** .620** .656** .678** 




との相関を求めた。その結果，表 4.4-6 の通り，算数では，1 年時の成績からの 2 年時の残
差，2 年時の成績からの 3 年時の残差と有意な正の相関が見られた。また，国語では，3






表 4.4-6 各学年の成績からの次の学年時の成績の予測値と実際値の差（残差） 
と学習コンピテンス（総合点）の相関（2009 年度入学者） 
  1 年→2 年 2 年→3 年 3 年→4 年 
算数 .416** .343** .127 















 さらに，算数では，1 年時の成績から予測される 2 年時の成績よりも実際の成績の方が
高いほど，2 年時の成績から予測される 3 年時の成績よりも実際の成績の方が高いほど，



























生以上を対象とした。2008 年度～2010 年度入学を対象に，2014，2015 年の各 3 月に実施
された。クラスごとに担任が質問紙を配布，回収した。 
 学習方略の尺度 佐藤・新井（1998）の開発した尺度のうち，佐藤 （2002）において学
業成績との関連が認められたプランニング方略（例，勉強するときは，さいしょに計画を
立ててからはじめる）と作業方略（例，勉強で大切なところは，くりかえし声に出してお
ぼえる）の 2 つの下位尺度，それぞれ 6 項目，計 12 項目を使用した（付録 1 の②のⅠ）。
回答は，「まったくやらない」（1 点）～「とてもやる」（5 点）の 5 件法であった。 
 学力の尺度 4.1 と同じ。 
 分析対象 表 2.2-3 に示した通り，学習 2008 年度入学者は 6 年時，2009 年度入学者は 5，
6 年時，2010 年度入学者は 5 年時に回答した。回答に不備のなかった者として，5 年生 183


















年の主効果のみが有意であり，5 年から 6 年にかけて低下した（F(1, 90)=5.72, p<.05）。作
業方略では有意な主効果，交互作用は見られなかった。 
 
表 4.5-1 学年と性別による学習方略の各尺度得点の平均値（M）と標準偏差（SD） 
   5 年 6 年 
プランニング方略 男子 N 82 76 
M 3.36 3.20 
SD .91 .98 
女子 N 101 92 
M 3.37 3.22 
SD .90 .94 
作業方略 男子 N 80 76 
M 3.24 3.23 
SD 1.05 .97 
女子 N 99 93 
M 3.48 3.37 
SD .95 .98 
 
表 4.5-2 学年と性別による学習方略の各尺度得点の 
平均値（M）と標準偏差（SD）（2009 年度入学者） 
   5 年 6 年 
プランニング方略 男子（N=44） M 3.35 3.13 
SD 0.93 0.91 
女子（N=48） M 3.30 3.07 
SD 0.97 0.89 
作業方略 男子（N=43） M 3.36 3.11 
SD 1.10 0.99 
女子（N=46） M 3.37 3.26 







作業方略においても，女子の 5 年の数学，5，6 年の国語以外，有意な正の相関が見られ
た。相関の強さは，弱い相関であった。 










表 4.5-3 学習方略の各尺度得点と算数偏差値，国語偏差値の相関 
 プランニング方略 作業方略 
全体 算数 5 年 .318** .234** 
 6 年 .233** .208** 
 国語 5 年 .211** .233** 
 6 年 .193** .189** 
男子 算数 5 年 .437** .371** 
  6 年 .242* .248* 
 国語 5 年 .247* .339** 
  6 年 .230* .258* 
女子 算数 5 年 .228* .157 
  6 年 .247* .222* 
 国語 5 年 .179 .100 
  6 年 .159 .130 
*p<.05  **p<.01   
 
表 4.5-4 学習方略の各尺度得点と算数偏差値，国語偏差値の相関（2009 年度入学者） 
プランニング方略 作業方略 
算数 5 年 .288** .197* 
6 年 .250** .184* 
国語 5 年 .209** .226* 
6 年 .227** .232* 




ンニング方略，作業方略ともに 5 年と 6 年で差は認められなかった。一方，縦断的な比較
では，男女にかかわらず，作業方略の使用では差はなかったが，プランニング方略の使用
は 5 年に比べて 6 年では有意に低下した。ただし，男女を込みにしたプランニング方略の















































 学力の尺度 4.1 と同じ。 
 分析対象 親の質問に対しての回答者は 4.3 と同じであった（表 2.2-3 参照）。回答に不
備のなかった者として，４年生 220 名（男子 92 名，女子 128 名），5 年生 262 名（男子 114















じ項目からなる 2 因子が見出され（表 4.6-1），「肯定的受け止め」（うれしい，がんばろう






項目 Ⅰ Ⅱ 
よい成績・うれしい .775 -.061 
よい成績・がんばろう .735 -.046 
よい中学・うれしい .722 .029 
よい中学・がんばろう .702 .102 
よい成績・苦しい -.005 .746 
よい成績・いやになる -.128 .671 
よい中学・いやになる .028 .658 
よい中学・苦しい .123 .625 
因子間相関       Ⅱ - -.071 
 
b.5 年生の結果 
項目 Ⅰ Ⅱ 
よい中学・いやになる .896 .029 
よい成績・苦しい .889 .039 
よい中学・苦しい .872 .045 
よい成績・いやになる .761 -.119 
よい中学・がんばろう .104 .796 
よい成績・うれしい -.135 .775 
よい中学・うれしい .017 .774 
よい成績・がんばろう .003 .763 
因子間相関       Ⅱ - -.177 
 
c.6 年生の結果 
項目 Ⅰ Ⅱ 
よい中学・うれしい .876 -.071 
よい成績・がんばろう .874 .107 
よい中学・がんばろう .858 -.048 
よい成績・うれしい .844 .014 
よい成績・苦しい .119 .906 
よい中学・いやになる -.110 .843 
よい成績・いやになる -.030 .839 
よい中学・苦しい .017 .804 








入学年度を込みにして 4 年～6 年を横断的に比較した（表 4.6-2）。性別と学年による 2 要
因の分散分析を行ったところ，肯定的受け止めでは性別の主効果が有意であり，男子の方
が女子よりも有意に高かった（F(1, 438)=13.23, p<.01）。学年の主効果も有意であり（F(2, 
438)=8.72, p<.01），多重比較によれば，6 年<5 年=4 年であった（図 4.6-1）。否定的受け止
めでは学年の主効果のみが有意であり（F(2, 421)=6.63, p<.01），多重比較によれば，4 年<5
年=6 年であった（図 4.6-2）。 
  
表 4.6-2 学年と性別による親の期待の受け止め方の下位尺度得点の 
平均値（M）と標準偏差（SD） 
   4 年 5 年 6 年 
肯定的受け止め 男子 N 67 80 62 
M 68.04 68.48 62.24 
SD 12.30 14.64 18.64 
女子 N 77 84 74 
M 63.43 63.17 55.61 
SD 15.92 13.93 19.33 
否定的受け止め 男子 N 63 79 58 
M 26.90 33.54 31.62 
SD 12.60 17.07 18.80 
女子 N 73 80 74 
M 26.04 33.14 30.93 
SD 13.16 19.26 15.87 
 
 
























年<5 年=6 年であった（図 4.6-4）。 
 
表 4.6-3 学年と性別による親の期待の受け止め方の下位尺度得点の 
平均値（M）と標準偏差（SD）（2009 年度入学者） 
   4 年 5 年 6 年 
肯定的受け止め 男子（N=15） M 73.00 73.60 67.73 
SD 11.54 11.51 17.56 
女子（N=13） M 63.08 66.85 59.38 
SD 13.82 7.61 20.20 
否定的受け止め 男子（N=18） M 25.89 28.67 34.33 
SD 11.69 13.64 18.80 
女子（N=13） M 24.46 37.08 33.69 


















図 4.6-3 肯定的受け止めの発達的変化（2009 年度入学者） 
 
 





肯定的受け止め方は，有意な相関はすべて正であった。全体では 4 年，5 年の算数，男





























表 4.6-4 親の期待の受け止め方の下位尺度得点と 
算数偏差値，国語偏差値の相関 
 肯定的受け止め 否定的受け止め 
全体 算数 4 年 .174** -.149 
 5 年 .294** -.012 
 6 年 -.003**** -.052 
 国語 4 年 .153** -.043 
 5 年 .128** -.068 
 6 年 .003** -.054 
男子 算数 4 年 .098 -.299* 
  5 年 .299** -.118 
  6 年 -.026 .154 
 国語 4 年 .072 -.210 
  5 年 .119 -.195 
  6 年 .119 .137 
女子 算数 4 年 .216 .001 
  5 年 .242* .074 
  6 年 -.067 -.204 
 国語 4 年 .243* .143 
  5 年 .155 .045 
  6 年 -.084 -.201 
**p<.01  *p<.05 
 






表 4.6-5 親の期待の受け止め方の下位尺度得点と 
算数偏差値，国語偏差値の相関（2009 年度入学者） 
 肯定的受け止め 否定的受け止め 
全体 算数 4 年 .228** -.055 
 5 年 .341** -.025 
 6 年 .129** .042 
 国語 4 年 .060** .105 
 5 年 .142** .071 
 6 年 .099** .040 










が女子よりも高いが，ともに 4 年から 6 年にかけて低下する。一方，否定的な受け止めは，
















































































 本来ならば，4 年～6 年の３学年分のデータのある 2009 年度入学者を対象に縦断的に分
析すべきであるが，動機づけ，学習コンピテンス，学習方略，親の期待の受け止め方につ
いての質問紙において，欠損値の無い者は少なく，統計分析に耐えうるデータ数が確保で
きなかった。そこで，入学年度を込みにして，4 年～6 年の学年ごとに分析することとした。 
 各学年で質問紙データに欠損値の無い者を対象にした。4 年生の分析では，2009 年入学
者 48 名，2010 年度入学者 37 名，2011 年度入学者 15 名，計 100 名，5 年生の分析では，
2009 年入学者 45 名，2010 年度入学者 41 名，計 86 名，6 年生の分析では 2008 年度入学者













4 年 .669** .590** 
5 年 .563** .419** 
6 年 .463** .432** 
           **p<.01 
 
この結果に基づき，学年ごとに，学習コンピテンス尺度得点を従属変数，前学年の算数
偏差値，国語偏差値を独立変数にして重回帰分析を行った。なお，付録 8 の付表 8-1 に示
した通り，算数偏差値と国語偏差値の間には有意な比較的強い相関が見られたが，付表 8-2







表 5.1-2 各学年の学習コンピテンス尺度得点を従属変数， 
前学年時の算数偏差値，国語偏差値を独立変数にした重回帰分析の結果 
4 年 5 年 6 年 
β β β 
算数偏差値 .524** .492** .315* 
国語偏差値 .189 .115 .210 
R2 .462** .326** .237** 









また，5 年，6 年の内的調整との間には有意な負の相関が見られた。 
 
表 5.1-3 各学年における学習コンピテンス尺度得点，親の期待の受け止め方の 
２つの下位尺度得点と動機づけの４つの下位尺度得点との相関係数 
   内的調整 同一化調整 取入調整 外的調整 
4 年 学習コンピテンス .540** .470** -.202* -.175 
 肯定的受け止め .418** .381** .079 -.076 
 否定的受け止め -.078 -.048 .136 .349** 
5 年 学習コンピテンス .616** .309** -.170 -.305** 
 肯定的受け止め .401** .452** .207 -.171 
 否定的受け止め -.314** -.208 .227* .300** 
6 年 学習コンピテンス .628** .391** -.161 -.345** 
 肯定的受け止め .454** .700** .106 -.180 





お，付録 8 の付表 8-3 に示した通り，独立変数の間には有意な中程度から比較的弱い相関





は，4 年生と 6 年生においては，学習コンピテンスと肯定的受け止めが有意な正の影響を
及ぼした。5 年生においては，学習コンピテンスが有意な正の影響，否定的受け止めが有
意な負の影響を及ぼした。 







年生と 5 年生では，否定的な受け止めが有意な正の影響を及ぼした。 
 
表 5.1-4 動機づけの４つの下位尺度得点を従属変数，学習コンピテンス尺度得点， 
親の期待の受け止め方の 2 つの下位尺度得点を独立変数にした重回帰分析の結果 
 
 内的調整 同一化調整 取入調整 外的調整 
 β β β β 
4 年 学習コンピテンス .453** .384** -.296** -.213* 
 肯定的受け止め .232* .225* .211* .042 
 否定的受け止め -.084 -.050 .173 .366** 
 R2 .348** .268** .100* .162** 
5 年 学習コンピテンス .507** .104 -.289* -.237* 
肯定的受け止め .153 .390** .358** -.038 
否定的受け止め -.195* -.147 .205* .248* 
R2 .435** .239** .170** .153** 
6 年 学習コンピテンス .519** .230** -.275* 
 肯定的受け止め .304** .644** -.086 
 否定的受け止め -.119 .032 .187 
 R2 .498** .537** .160** 
**p<.01 *p<.05 β：標準偏回帰係数 
 
（3）動機づけと知能が学習方略に及ぼす影響 
動機づけの 4 つの下位尺度得点，知能偏差値と，学習方略の 2 つの下位尺度得点との相








表 5.1-5 動機づけの４つの下位尺度得点，知能偏差値と， 
学習方略の 2 つの下位尺度得点との相関係数 
   プランニング方略 作業方略 
5 年 内的調整 .519** .539** 
 同一化調整 .343** .307** 
 取入調整 -.090 -.086 
 外的調整 -.275* -.243* 
 知能偏差値 .201 .316** 
6 年 内的調整 .489** .478** 
 同一化調整 .509** .511** 
 取入調整 -.012 .042 
 外的調整 -.228* -.384** 
 知能偏差値 -.161 -.051 
**p<.01 *p<.05 
 
 以上に基づき，学習方略の 2 つの下位尺度得点を従属変数に，動機づけの 4 つの下位尺
度得点，知能偏差値を独立変数にして重回帰分析を行った。なお，付録 8 の付表 8-5 に示
した通り，独立変数の間には有意な中程度から比較的弱い相関が見られたが，付表 8-6 に





 作業方略に対しては，5 年生では，内的調整と知能が有意な正の影響を及ぼした。6 年生
では，同一化調整が正の影響を，外的調整が負の影響を及ぼした。 
 
表 5.1-6 学習方略の 2 つの下位尺度得点を従属変数，動機づけの 4 つの下位尺度得点と知
能偏差値を独立変数にした重回帰分析の結果 
  プランニング方略 作業方略 
  β β 
5 年 内的調整 .402** .460** 
 同一化調整 .146 .076 
 取入調整 -.030 -.019 
 外的調整 -.057 -.009 
 知能偏差値 .122 .237* 
 R2 .302** .350** 
6 年 内的調整 .258 .200 
 同一化調整 .370** .302* 
 取入調整 -.135 .093 
 外的調整 -.042 -.326** 
 知能偏差値 -.232* -.075 
 R2 .362** .385** 















































なく，学力変化の典型パターンに分類された児童は，2007 年度～2009 年度入学者 243 名で
あった。 
各パターンの度数は表 5.2-1 の通りである。このうち，質問紙調査の対象が 4 年生以上
であることから，学力の変化が 4 年生以降に生じ，かつ，度数が少なくとも 10 人以上のも
のを選定することとした。算数では，1 学年上位・5 年生型，1 学年下位・6 年生型が該当
した。一方，国語では該当するものがなかった。 









表 5.2-1 2007 年度～2009 年度入学者における学力の変化パターンの分布 
算数 国語 
変化パターン 度数 ％ 変化パターン 度数 ％ 
1 学年上位・5 年生型 15 6.2 1 学年上位・6 年生型 6 2.5 
1 学年上位・1 年生型 8 3.3 1 学年上位・1 年生型 3 1.2 
2 学年上位・56 年生型 3 1.2 1 学年上位・4 年生型 7 2.9 
3 学年折半・456 年生型 10 4.1 3 学年折半・456 年生型 3 1.2 
2 学年下位・12 年生型 4 1.6 2 学年下位・12 年生型 2 0.8 
1 学年下位・2 年生型 14 5.8 1 学年下位・2 年生型 8 3.3 
1 学年下位・6 年生型 12 4.9 1 学年下位・1 年生型 8 3.3 
1 学年下位・3 年生型 7 2.9 1 学年下位・3 年生型 7 2.9 
1 学年下位・1 年生型 7 2.9 1 学年下位・5 年生型 4 1.6 
一定型 87 35.8 一定型 150 61.7 
その他 76 31.3 その他 45 18.5 





●：1 学年上位・5 年生型  〇：一定型 ●1 学年下位・6 年生型  〇一定型 
  
a.1 学年上位・5 年生型のパターン b.1 学年下位・6 年生型のパターン 






ついて t 検定を行った。その結果，表 5.2-2 の通り，内的調整，学習コンピテンスでのみ有
意差が見られ，両者ともに 1 学年上位・5 年生型の方が，一定型よりも有意に高い得点で
あった。 
 
表 5.2-2 1 学年上位・5 年生型と一定型の内的調整， 
学習コンピテンス（ともに 5 年時）の平均（M）と標準偏差（SD），t 検定の結果 
 
1 学年上位・ 
5 年生型 一定型 t 検定の結果 
内的調整 N 12 58 ｔ(68)=2.83，p<.01 
M 3.42 2.65 
SD 0.81 0.87 
学習コンピテンス N 11 57 
M 33.73 29.68 t(66)=2.03，p<.01 




ついて t 検定を行った。その結果，表 5.2-3 の通り，学習コンピテンスでのみ有意差が見ら
















1年 2年 3年 4年 5年 6年
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表 5.2-3 1 学年下位・6 年生型と一定型の学習コンピテンス（6 年時）の 
平均（M）と標準偏差（SD），t 検定の結果 
1 学年下位・ 
６年生型 一定型 t 検定の結果 
N 11 79 t(88)=3.45，p<.01 
M 23.55 30.44 





 1 年～4 年まではほぼ一定で，5 年時に著しく上昇し，6 年時に 4 年時までの水準に戻る，
1 学年上位・5 年生型は，一定型よりも 5 年時の学習コンピテンスが高かった。また，1 年
～5 年までは一定に推移し，6 年時に著しく下降する，1 学年下位・6 年生型は，一定型よ
りも 6 年時の学習コンピテンスが低かった。このことから，両パターンに共通して，学習
コンピテンスが著しい変化の決定的な要因であることが示唆された。 



















での分析から明らかに有意な正の相関となるので割愛する。なお，付録 9 の付表 9-1 に示
した通り，学習コンピテンス尺度得点と知能偏差値の間には有意な中程度の強さの相関が
見られたが，付表 9-2 に示した通り，VIF はすべて 10 未満であった。よって，多重共線性
を考慮した解釈を行う必要はないと判断した。 







表 5.3-1 算数偏差値，国語偏差値を従属変数，学習コンピテンス尺度得点， 
知能偏差値を独立変数にした重回帰分析の結果 
4 年 5 年 6 年 
算数 国語 算数 国語 算数 国語 
β β β β β β 
学習コンピテンス尺度得点 .419** .270** .276** .136** .465** .298** 
知能偏差値 .444** .561** .541** .592** .377** .444** 
R2 .553** .534** .520** .453** .487** .383** 













たって 4 年生以上を対象に学力の規定要因に関する質問紙調査を実施した。 







 第 3 章では，本研究の第 1 の課題である，児童における学力の発達的変化について検討
した。その結果，まず，小学校 6 年間の学力の因子構造が，算数，国語ともに 3 因子構造
が妥当であることを明らかにした。これまでの先行研究では，中学校 3 年間を含めた 9 年
間のデータから 3 因子構造であることが示唆されてきたが，小学校 6 年間だけのデータで
それを明らかにしたのは，本研究がはじめてである。児童期の学力が３因子構造であるこ
とは，これまで教育現場において，「9 歳あるいは 10 歳の壁」という名称で認知されてき
た，学力の個人差が拡大する現象を裏づけるものでもあった。 



















がもっとも多く，学年進行に伴い OA は減少，UA が増加する傾向にあった。ただし，5
年生においては，OA が増加した。また，個人内の変化パターンをみると，個人差が非常
に大きかったが，全体的に BA からは OA に変化し易いことがわかった。従来の研究では，
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付録 2 3.1 における学年要因の単純主効果検定と多重比較の結果 
 
付表 2-1 算数の結果 
入学年度 F 
 多重比較の結果(Mse=25.71,  p<.05) 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
2000 15.32** 1 年 = = = < = 
 2 年 < < < = 
 3 年 = = = 
 4 年 = = 
 5 年 = 
2001 6.04** 1 年 = = = = = 
 2 年 = = = < 
 3 年 = = = 
 4 年 = = 
 5 年 = 
2002 11.17** 1 年 = = = < = 
 2 年 = < < < 
 3 年 = < < 
 4 年 < = 
 5 年 > 
2003 6.46** 1 年 = = = < = 
 2 年 = = < = 
 3 年 = < = 
 4 年 < = 
 5 年 = 
2004 8.36** 1 年 = = = < = 
 2 年 = = < = 
 3 年 = < = 
 4 年 < = 
 5 年 > 
2005 6.32** 1 年 > = = < = 
 2 年 = < < < 
 3 年 = < < 
 4 年 = = 
 5 年 = 
2006 9.74** 1 年 = = = < = 
 2 年 = < < = 
 3 年 = < = 
 4 年 < > 
5 年 > 
2007 5.11** 1 年 = = < < = 
 2 年 = < < = 
 3 年 < < = 
4 年 = > 
5 年 > 
2008 3.41** 1 年 = = = = > 
2 年 = = < = 
3 年 = = = 
4 年 < = 
5 年 > 
2009 3.92** 1 年 = = < = = 
2 年 < < < = 
3 年 = = = 
4 年 = > 





付表 2-2 国語の結果 
入学年度 F 
 多重比較の結果(Mse=17.15,  p<.05) 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
2000 14.00** 1 年 = > = = = 
 2 年  = < < < 
 3 年   < < < 
 4 年    = = 
 5 年     = 
2001 4.34** 1 年 = = = = = 
 2 年  = = = = 
 3 年   = = = 
 4 年    = = 
 5 年     = 
2002 9.32** 1 年 < = < < < 
 2 年  = = = < 
 3 年   < < < 
 4 年    = < 
 5 年     < 
2003 7.55** 1 年 = = = = < 
 2 年  = = = < 
 3 年   = = < 
 4 年    = < 
 5 年     = 
2004 1.74** 1 年 = = = = = 
 2 年  = = = = 
 3 年   = = = 
 4 年    = = 
 5 年     = 
2005 5.30** 1 年 = > = > = 
 2 年  = < = < 
 3 年   < = < 
 4 年    > = 
 5 年     < 
2006 2.58** 1 年 = > = = = 
 2 年  = = = < 
 3 年   = = < 
 4 年    = = 
 5 年     = 
2007 3.30** 1 年 = = < = < 
 2 年  = < = < 
 3 年   < = < 
 4 年    = = 
 5 年     = 
2008 4.02** 1 年 = = < = = 
 2 年  = < = = 
 3 年   < = < 
 4 年    > = 
 5 年     = 
2009 4.22** 1 年 = < < = = 
 2 年  = < = = 
 3 年   = = = 
 4 年    > > 











付表 3-1 独立変数間の相関 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
.523** .676** .772** .764** .783** 
**p<.01 
 
付表 3-2 各独立変数の VIF 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
同学年の知能偏差値 1.38 1.84 2.48 2.40 2.58 





付表 3-3 独立変数間の相関 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
.539** .492** .734** .746** .791** 
**p<.01 
 
付表 3-4 各独立変数の VIF 
2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
前学年の知能偏差値 1.41 1.32 2.17 2.26 2.68 





付録 4 4.2 で使用した小学生用５因子性格検査（FFPC）の信頼性 
 
付表 4-1  小学生用 5 因子性格検査（FFPC）の下位因子ごとの I-T 相関及びα係数 
因子 項目 I-T 相関 α係数 
協調性 1.こころからたよりにできる友だちがすくない* .553 .773 
 2.自分をつまらない人間だと思う* .452 
 3.だれも私の話をよく聞いてくれない* .598 
 4.人から冷たい人間だと思われている* .549 
 5.気に入らないことが多い* .477 
 6.人はみんな自分さえ良ければと思っている* .348 
 7.だれとでも仲良くなれる .447 
 8.まわりに親切な人が多い .415 
統制性 9.なんでも一生けんめいにとりくむ方だ .532 .733 
 10.会や集まりのとき人よりすすんで働く .522 
 11.きめられた仕事は責任を持ってやりとおす .518 
 12.計画を立てて勉強している .309 
 13.仕事をするのがはやい方だ .384 
 14.やくそくはきちんと守る .391 
 15.リーダーに選ばれることが多い .395 
 16.自分の気持ちをたいせつにする .389 
情緒性 17.失敗しないかといつも心配だ .565 .761 
 18.まちがいをしないかと，気になる .491 
 19.ちょっとしたことをくよくよと気にする .472 
 20.人から見られているとおちつかない .448 
 21.なかなか決心がつかない .470 
 22.はずかしがりやである .438 
 23.なにをしても，うまくいかないような気がする .474 
 24.人のすることが気になる .305 
開放性 25.ぼんやりいろいろなことを考えるのが楽しい .580 .767 
 26.よく空想にふける .543 
 27.できそうにもないことをぼんやり考えることがある .549 
 28.わけのわからないものにきょうみを持つ .417 
 29.時々ぽかんとしている .463 
 30.別世界に行ってみたい .424 
 31.あれこれ考えすぎて何もできないことがある .388 
 32.私には自分も知らない一面があると思う .370 
外向性 33.目だちたがりやである .261 .663 
 34.じっとしているのがきらいだ .399 
 35.気が短い .361 
 36.いたずらされるとだまっていられない .339 
 37.よく考えずになんでもやってしまう .337 
 38.冗談を言ったりふざけたりすることはあまりない* .330 
 39.あまりかっとならない* .389 






付録 5 4.3 で使用した自己決定尺度の信頼性 
 
付表 5-1 学年別の自己決定性尺度の下位因子ごとの I-T 相関及びα係数 
因
子 項目 















(1)勉強をすると楽しい気持ちになるから .730 .838 .740 .871 .739 .877 
(5)勉強がおもしろいから .746  .820  .788  
(9)新しい問題に挑戦するのがおもしろいから .705  .700  .732  
(13)いろいろな事を知りたいから .513  .648  .689  
同一化調整
 
(2)勉強をすることは大切なことだから .665 .842 .661 .839 .750 .872 
(6)もっと勉強ができるようになりたいから .627  .655  .708  
(10)将来の役にたつから .742  .646  .664  
(14)自分のためになるから .693  .747  .791  
取入調整
 
(3)みんなに「頭が良い」と思われたいから .298 .705 .403 .737 .318 .731 
(7)成績が悪いと恥ずかしいから .642 除外後 .668 除外後 .688 除外後 
(11)わからない事が多いと恥ずかしいから .588 .746 .642 .741 .592 .769 
(15)やらなきゃならない事だから .454  .417  .503  
外的調整
 
(4)先生にうるさく言われたくないから .537 .667 .394 .670 .503 .693 
(8)親に怒られたくないから .610 除外後 .616 除外後 .650 除外後 
(12)親が「やれ」と言うから .475 .749 .535 .709 .556 .767 






付録 6 4.4 で使用した学習コンピテンス尺度の信頼性 
 
付表 6-1 学年別の学習コンピテンス尺度の I-T 相関及びα係数 
項目 













(1)勉強は，クラスの中で，できる方ですか .734 .894 .770 .897 .770 .915 
(4)勉強は，にがてですか* .676  .682  .706  
(7)頭は，よい方だと思いますか .690  .741  .755  
(10)せいせきは，悪い方だと思いますか* .644  .688  .684  
(13)宿題は，みじかい時間でやり終えることがで
きますか 
.531  .472  .614  
(16)じゅぎょうが，よくわかりますか .618  .583  .563  
(19)先生のしつもんには，答えられないことが多
いですか* 
.573  .610  .729  
(22)むずかしい問題にも，ちょうせんしてみます
か 
.692  .609  .737  
(25)テストでは，たいてい良いせいせきを取れま
すか 
.671  .726  .776  
(28)じゅぎょう中，自分の意見を，自信を持って，
発表できますか 





付録 7 4.5 で使用した学習方略尺度の信頼性 
 

















.516 .808 .593 .818 
勉強をしているときに，やっていることが正し
くできているかどうかをたしかめる 
.634  .570  
勉強するときは，自分できめた計画にそってお
こなう 
.569  .585  
勉強しているとき，たまに止まって，一度やっ
たところを見なおす 
.486  .489  
勉強を始める前に，これから何をどうやって勉
強するかを考える 
.611  .658  
勉強しているときは，内容が分かっているかど
うかをたしかめながら勉強する 





.618 .816 .605 .796 
勉強する前に，勉強に必要な本などを用意して
から勉強するようにしている 
.556  .610  
勉強していて大切だと思ったところは，言われ
なくてもノートにまとめる 
.539  .573  
勉強で大切なところは，くり返して書いたりし
ておぼえる 
.641  .570  
勉強していてまちがえたところは，しるしをつ
けておいて後で見なおす 
.566  .573  
勉強で大切なところは，くりかえし声に出して
おぼえる 










付表 8-1 独立変数間の相関 
4 年 5 年 6 年 
.766** .618** .704** 
**p<.01 
 
付表 8-2 各独立変数の VIF 
4 年 5 年 6 年 
算数偏差値 2.42 1.62 1.98 




受け止め方の 2 つの下位尺度得点を独立変数にした重回帰分析 
 
付表 8-3  独立変数間の相関 
 肯定的受け止め 否定的受け止め 
4 年 学習コンピテンス .396**  .060 
 肯定的受け止め - -.090 
5 年 学習コンピテンス .450** -.203 
 肯定的受け止め - -.102 
6 年 学習コンピテンス .262*  -.253* 
 肯定的受け止め - -.122 
**p<.01   *p<.05  
 
付表 8-4 各独立変数の VIF 
 内的調整 同一化調整 取入調整 外的調整 
4 年 学習コンピテンス 1.20 1.20 1.20 1.20 
肯定的受け止め 1.20 1.20 1.20 1.20 
否定的受け止め 1.02 1.02 1.02 1.02 
5 年 学習コンピテンス 1.29 1.29 1.29 1.29 
肯定的受け止め 1.25 1.25 1.25 1.25 
否定的受け止め 1.04 1.04 1.04 1.04 
6 年 学習コンピテンス 1.13 1.13 1.13 
肯定的受け止め 1.08 1.08 1.08 




（3）学習方略の 2 つの下位尺度得点を従属変数，動機づけの 4 つの下位尺度得点，知能偏
差値を独立変数にした重回帰分析 
 
付表 8-5 独立変数間の相関 
  同一化調整 取入調整 外的調整 知能偏差値 
5 年 内的調整 .459** -.173  -.449**  .154 
同一化調整 -  .260* -.127  .102 
取入調整  -  .482** -.013 
外的調整  - -.036 
6 年 内的調整 .663** -.034 -.276*  .129 
同一化調整 -  .267* -.174  .015 
取入調整  -   .442** -.222* 
外的調整  . - -.046 
**p<.01   *p<.05 
 
付表 8-6 各独立変数の VIF 
プランニング方略 作業方略 
5 年 内的調整 1.63 1.63 
同一化調整 1.51 1.51 
取入調整 1.54 1.54 
外的調整 1.60 1.60 
知能偏差値 1.03 1.03 
6 年 内的調整 2.00 2.00 
同一化調整 2.19 2.19 
取入調整 1.61 1.61 
外的調整 1.42 1.42 










付表 9-1 独立変数間の相関 
4 年 5 年 6 年 
.487** .521** .281* 
*p<.05  **p<.01 
 
付表 9-2 各独立変数の VIF 
 
4 年 5 年 6 年 
算数 国語 算数 国語 算数 国語 
学習コンピテンス 1.31 1.31 1.35 1.37 1.15 1.15 










Longitudinal study on developmental changes and determinant factors of academic 






Developmental changes and determinants of academic achievement in childhood were empirically 
investigated from a psychological perspective, by using longitudinal data. I used data of new students in 
fiscal year 2000-2009 (N=918, 420 boys and 498 girls) at a private elementary school in the 
Metropolitan area. These students’ standardized mathematics and Japanese achievement test results 
(deviation values of national standards), which were held every year, were available for six years. The 
following six factors were focused on as determinants of academic achievement: intelligence, 
personality, academic motivation, academic competencies, learning strategies, and how parents’ 
expectations are felt. Intelligence was assessed using results of intelligence tests held every year at the 
elementary school. Other factors were assessed through a questionnaire survey conducted with new 
students in fiscal year 2007-2011 (N=436, 196 boys and 240 girls) after the fourth grade. Results 
indicated that both math and Japanese achievement during six years had a three-factor structure. 
Moreover, various patterns of developmental changes were predicted, because of the poor fit of the 
latent curve model. As a result, 10 typical patterns were identified for both math and Japanese. Children 
classified as “fixed type,” having a fluctuation range of deviation values of 10 or less during the six 
years comprised the highest percentage. As has been suggested, “children of high academic achievement” 
and “children of low academic achievement” seemed to separate at an early stage and the classification 
tended to be fixed. On the other hand, a certain percentage of children fluctuated in the lower grades 
than in the fourth grade and became stable in higher grades, and vice versa. These phenomena might be 
explained by the three-factor structure of academic achievement, with significantly strong correlations 
among the three factors. Correlations between academic achievement and the six factors, intelligence 
and academic competences showed a relatively strong consistent correlation. Academic motivation, 
learning strategies, and how parents’ expectations were felt showed weak correlations, and personality 
showed a weak correlation only in girls. The following process was indicated regarding the correlations 
among the six factors: academic achievement in a certain grade affected academic competences in the 
next grade, academic competences and how parents’ expectation were felt affected academic motivation, 
and academic motivation affected learning strategies. Furthermore, two patterns showing strong 
fluctuations in mathematical achievement in the higher grades were investigated, which indicated 
academic competences affected this phenomenon. Based on the above results, it is concluded that 
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acquiring basic academic skills during the lower grades in elementary school is effective for forming 
high-level academic competences in higher grades, which is expected to improve children’s academic 
achievement. 
